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 この入札説明書は，政府調達に関する協定（平成7年条約第23号），地方自治法（昭和22年法律第

67号），地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「施行令」という。），地方公共団体の物品

等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成 7年政令第 372号），仙台市契約規則（昭和39

年仙台市規則第47号。以下「規則」という。），物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則

（平成 7年仙台市規則第93号。以下「特例規則」という。），仙台市入札契約暴力団等排除要綱（平

成20年10月31日市長決裁。以下「要綱」という。），本件の調達に係る入札公告（以下「入札公告」

という。）のほか，本市が発注する調達契約に関し一般競争入札に参加しようとする者（以下「入札

参加者」という。）が熟知し，かつ，遵守しなければならない一般的事項を明らかにするものである。 

 

１ 公告日 平成30年12月6日 

 

２ 入札担当部局，問合せ先及び契約条項を示す場所 

 (1) 所 在 地：〒980-8671 仙台市青葉区国分町三丁目７番１号 

 (2) 担 当 課：仙台市財政局財政部契約課物品契約係  電話022-214-8124 

 (3) 調達責任者：仙台市長  

 

３ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 南蒲生浄化センター水処理施設運転管理業務委託   一式 

 (2) 案件内容  別添仕様書のとおり 

 (3) 履行場所  別添仕様書のとおり 

 (4) 契約期間  平成31年4月1日から平成34年3月31日まで（地方自治法第234条の3の規定に基づ

く長期継続契約） 

 

３－２ 低入札価格調査 

  本入札は，低入札価格調査対象案件である。次の関係要綱及び要領をよく確認すること。（別添

参考資料を参照のこと。） 

 (1) 業務委託契約に係る低入札価格調査要綱（平成15年10月21日市長決裁） 

 (2) 業務委託契約に係る低入札価格調査要綱実施要領（平成15年10月21日財政局長決裁） 

 

４ 入札参加者に必要な資格 

  一般競争入札参加申請書の提出期限の日から開札の時までの期間において，次に掲げる要件をす

べて満たす単独企業又は企業連合（連帯して履行するために二以上の者を構成員として結合された

連合体）で，本市の審査により本入札の入札参加者に必要な資格があると認められた者とする。 

 (1) 仙台市における平成29・30・31年度競争入札参加資格(物品)の認定を受けている者であるこ

と。 

 (2) 施行令第167条の4第1項各号に該当する者でないこと。 

 (3) 要綱別表に掲げる措置要件に該当しないこと。 

 (4) 有資格業者に対する指名停止に関する要綱第2条第1項の規定による指名停止を受けていない

こと。 

 (5) 会社更生法(平成14年法律第154号)に基づく更生手続開始の申立中又は更生手続中でないこと。 

 (6) 民事再生法(平成11年法律第225号)に基づく再生手続開始の申立中又は再生手続中でないこと。 

 (7) 資本金10,000,000円以上であること。 
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 (8) 企業連合にあっては，一の代表構成員と一以上の構成員により構成されるものとし，以下の

全ての条件を満たしていること。 

   ア 全ての構成員が，上記に掲げる要件を満たしていること。ただし，上記(7)の要件は，代表

構成員が該当すれば可とする。 

   イ 構成員が本案件における他の企業連合の構成員として，又は単独により本入札に参加して

いないこと。 

   ウ 構成員が代表構成員に発注者及び監督官庁等と折衝する行為等を委任していること。 

   エ 一般競争入札参加申請書の提出時より前に，企業連合を成立させていること。 

   オ 業務完了時まで，代表構成員の変更がないこと。 

   カ 一般競争入札参加申請書の提出時から契約締結時までは，構成員の変更がないこと。 

 (9) 以下のアに掲げる施設を有する下水道終末処理場の運転管理業務を，平成21年度以降，同一

施設で２年以上継続して履行した実績を有する者であること。ただし，企業連合にあっては，

代表構成員のみ該当すれば可とする。なお，履行実績が単独企業によるものではなく，企業連

合等（共同企業体を含む）としての実績の場合は，代表者として履行した場合に限り，履行実

績として認めるものとする。 

   ア 標準活性汚泥法と同等以上の処理方法を用い，１つの処理場において１日当たり汚水

300,000㎥以上の処理能力を有する水処理施設。（複数の処理場を同時に運転管理する履行実績

の場合は、最も処理施設能力が高い処理場が上記に定める処理能力以上でなければならない） 

 (10) 以下のアからケの者を１名以上専任で配置できること。（同一人物の重複は差支えない。）

ただし，ア・イ・キ・クの有資格者については、常駐日勤※配置するものとする。なお，企業

連合にあっては，ア・イ・キ・クの有資格者については，代表構成員から選任し常駐日勤※配

置するものとする。 

   ※常駐日勤とは，南蒲生浄化センター内で昼間勤務し，常に活動できる状態にあることを言う

（以下同じ。）。 

   ア 下水道処理施設管理技士 

   イ 安全衛生推進者 

   ウ 乙種第４類危険物取扱者 

   エ 酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者（旧第２種酸素欠乏危険作業主任者） 

   オ 床上操作式クレーン運転技能講習修了者またはクレーン運転業務特別教育講習修了者 

   カ 玉掛技能講習修了者 

   キ 特定化学物質等作業主任者 

   ク 第３種電気主任技術者 

   ケ 第１種電気工事士 

  (11) 企業連合における代表構成員以外の構成員にあっては，標準活性汚泥法と同等以上の処理

方法を用い，１日当たり汚水3,000㎥以上の処理能力を有する水処理施設で維持管理に関する技

術上の実務経験を有し，かつ，「下水道法施行令１５条の３に規定された資格」の有資格技術

者を１名以上専任で常駐日勤配置できること。 

   (12) 本件の受注者となった場合，特別の事情が無い限り，入札参加申請時に本市から確認を受

けた有資格者（上記(10)アからケ及び(11）)を配置できること。 

 

  

５ 入札参加者に必要な資格の確認等 
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 (1) 本入札の参加希望者は，４に掲げる入札参加者に必要な資格を有することを証明するため，

次に従い，一般競争入札参加申請書（添付書類の提出が必要な場合はそれらを含む。以下「申

請書類」という。）を提出し，本市から入札参加者に必要な資格の有無について確認を受けな

ければならない。 

 ４(1)の認定を受けていない者も次に従い申請書類を提出することができる。この場合におい

て，４に掲げる事項のうち４(1)以外の事項を満たしているときは，開札の時において４(1)に

掲げる事項を満たしていることを条件として入札参加者に必要な資格があることを確認するも

のとする。当該確認を受けた者が本入札に参加するためには，開札の時において４(1)に掲げる

事項を満たしていなければならない。 

 なお，期限までに申請書類を提出しない者及び入札参加者に必要な資格がないと認められた

者は，本入札に参加することができない。 

   ア 申請書類：① 一般競争入札参加申請書 

         （添付書類）※②，④，⑤，⑮については，事前に，建設局南蒲生浄化センター

に申請し，センター長名で確認を受けたものを提出すること。 

          ② 運転管理業務の履行実績調書（下水道終末処理場）（別紙様式１） 

           ③ 運転管理業務（履行実績の確認）の契約書（仕様書も含む）の写し又は業

務履行証明書の原本 

                ④ 総括責任者に関する調書（別紙様式２） 

                ⑤ 下水道処理施設管理技士有資格者に関する調書（別紙様式３） 

                ⑥ 下水道管理技術認定試験等の合格証の写し 

                ⑦ 安全衛生推進者養成講習の修了証の写し 

                ⑧ 乙種第四類危険物取扱者免状の写し 

                ⑨ 酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者（旧第２種酸素欠乏危険作業主任者）

技能講習の修了証の写し 

                ⑩ 床上操作式クレーン運転技能講習またはクレーン運転業務特別教育講習の

修了証の写し 

           ⑪ 玉掛技能講習の修了証の写し 

                ⑫ 特定化学物質等作業主任者の講習終了証の写し 

                ⑬ 第3種電気主任技術者の免状の写し 

                ⑭ 第1種電気工事士の免状の写し 

        （企業連合にあっては，上記①から⑭に加え，別紙様式により作成した下記⑮から

⑱の書類を提出すること。） 

                ⑮ 企業連合における構成員の資格に関する調書（別紙様式４） 

                ⑯ 委任状（企業連合用）（別紙様式５） 

                ⑰ 企業連合協定書（別紙様式６） 

                ⑱ 企業連合届出書（別紙様式７） 

 

   イ 提出期間：平成30年12月6日から平成30年12月21日まで（持参の場合は，土曜日，日曜日及

び祝日を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで。郵送

の場合は，平成30年12月21日を受領期限とする。） 

   ウ 提出場所：〒980-8671 仙台市青葉区国分町三丁目７番１号 

          仙台市財政局財政部契約課物品契約係  電話022-214-8124 
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   エ 提出方法：持参又は配達証明付き書留で郵送すること。 

なお，事前に電話連絡をしたうえで郵送すること。 

 (2) 一般競争入札参加申請書の様式は本入札説明書に添付していないので，本入札説明書を公開

しているホームページの記載に従い入手し，作成すること。 

 (3) 企業連合にあっては，次の点に留意し，書類を提出すること。 

   ア 上記(1)ア①から⑱は，代表構成員がまとめて提出すること（一般競争入札参加申請書には，

企業連合の名称及びその代表構成員であることを明記すること）。 

   イ 上記(1)ア⑯から⑱は，３者までの企業連合に対応した様式であるため，４者以上で構成す

る企業連合の場合は，別紙様式にならって書類を作成し，提出すること。また，⑰企業連合

協定書は，各構成員が保有するもののほか本市への提出用として１部を作成し提出すること

（原則としてＡ３二つ折りで作成すること。Ａ４複数枚をとじて作成する場合は，袋とじの

うえ表裏のとじ目に各社代表者の代表者印を契印すること）。 

 (4) 入札参加者に必要な資格の確認は，上記の提出期限の日以後，本市の審査により行うものと

し，その結果は平成31年1月8日までに通知する。なお，本入札への参加資格があると認められ

た者に対しては本入札に係る「一般競争入札参加資格認定通知書」を交付する。 

 (5) 上記(3)に示す「一般競争入札参加資格認定通知書」を交付された者であっても，開札が終了

するまでは，入札を辞退することができる。入札を辞退するときは，辞退届（任意様式）を上

記(1)ウの場所に提出すること。入札参加者又はその代理人として入札室に入室した者が入札室

内で辞退届を提出した場合は，即時に入札室を退室すること。また，当該入札の辞退を表明し

ている入札書を投函した場合（辞退届その他の書類を投函した場合も含む。）は，無効の入札

書を投函したものとみなす。 

 

６ 競争入札参加資格(物品)の認定を受けていない者の手続き 

 (1) 本入札の参加希望者で，平成29・30・31年度競争入札参加資格(物品)の認定を受けておらず，

４(1)に掲げる要件を満たさない者は，次に従い当該資格審査申請を行うことができる。 

   ア 提出書類：仙台市ホームページで確認すること。 

     http://www.city.sendai.jp/keyaku-kanri/download/bunyabetsu/keyaku/shikakutoroku/

buppin.html 

   イ 提出期間：平成30年12月6日から平成30年12月17日まで（土曜日，日曜日及び祝日を除く毎

日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで。） 

   ウ 提出場所：５(1)ウに同じ。 

   エ 提出方法：持参すること（郵送その他の方法による提出は認めない）。 

 (2) 平成29・30・31年度競争入札参加資格(物品)の認否の決定は，上記の提出期限の日以後，本

市の審査により行うものとし，その結果は認否の決定後に通知する。 

  

７ 仕様書に対する質問 

 (1) 本入札の参加希望者で，別添仕様書に対する質問（見積に必要な事項に限る。）がある場合

は，次に従い提出すること。 

   ア 提出書類：質疑応答書（別添様式。質問事項を記載すること。） 

   イ 提出期間：５(1)イに同じ。 

   ウ 提出場所：５(1)ウに同じ。 

   エ 提出方法：５(1)エに同じ。 

http://www.city.sendai.jp/keyaku-kanri/download/bunyabetsu/keyaku/shikakutoroku/buppin.html
http://www.city.sendai.jp/keyaku-kanri/download/bunyabetsu/keyaku/shikakutoroku/buppin.html
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 (2) (1)の全ての質問に対する回答は，平成31年1月11日までに，本入札説明書を公開しているホ

ームページ内に掲載する。 

 

８ 入札及び開札の日時及び場所 

 (1) 日 時：平成31年1月22日 14時30分 

         ただし，郵便による入札の受領期限は平成31年1月21日とする。 

 (2) 場 所：〒980-8671 仙台市青葉区国分町三丁目７番１号 

        仙台市財政局財政部契約課入札室 

         ただし，郵便による入札のあて先は「仙台市財政局財政部契約課物品契約係」と

すること（住所は上記に同じ）。 

 なお，事前に電話連絡をしたうえで郵送すること（電話番号022-214-8124）。 

 

９ 入札保証金及び契約保証金 

 (1)入札保証金：免除 

 (2)契約保証金：契約金額の30分の1以上 

 

10 入札及び開札方法等 

 (1) 入札書は持参又は郵送（配達証明付き書留郵便に限る。）すること。電報，電話その他の方

法による入札は認めない。 

 (2) 入札参加者（企業連合にあっては，代表構成員とする。以下同じ。）又はその代理人は，仕

様書，図面及び契約書案並びに規則及び特例規則を熟知の上，入札をしなければならない。 

 (3) 入札参加者又はその代理人は，本入札に参加する他の入札参加者の代理人となることはでき

ない。 

 (4) 入札室には，入札参加者又はその代理人並びに入札執行事務に関係のある職員（以下「入札

関係職員」という。）及び下記(20)の立会い職員以外の者は入室することができない。ただし，

入札執行主務者が特にやむを得ない事情があると認めた場合は，付添人を認めることがある。 

 (5) 入札参加者又はその代理人は，入札開始時刻後においては，入札室に入室することができな

い。 

 (6) 入札参加者又はその代理人は，入札室に入室しようとするときは，入札関係職員に一般競争

入札参加資格認定通知書（５の手続きにより本市から交付を受けたもので，写し可。なお，紛

失等による再発行は行わない。）及び身分を確認できるもの（自動車運転免許証，パスポート，

会社発行の写真付身分証等ですべて原本）並びに代理人をして入札させる場合においては入札

権限に関する委任状（別添様式によること。）を提示又は提出しなければならない。 

 (7) 入札参加者又はその代理人は，入札執行主務者が特にやむを得ない事情があると認めた場合

のほか，入札室を退室することができない。 

 (8) 入札室において，次の各号の一に該当する者は，当該入札室から退去させるものとする。 

   ア 公正な競争の執行を妨げ，又は妨げようとした者 

   イ 公正な価格を害し，又は不正の利益を得るため連合をした者 

 (9) 入札参加者又はその代理人（入札権限に関する委任状により入札権限を受任している者に限

る）は，別添様式による入札書を作成し，提出すること。なお，入札書には，次の事項を記載

すること。 

   ア 件名（南蒲生浄化センター水処理施設運転管理業務委託） 
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   イ 入札金額（総額（課税業者にあっては消費税及び地方消費税相当額抜き）） 

   ウ 日付（持参の場合は入札日を，郵送の場合は発送日を記入すること。） 

   エ 宛て先（「仙台市長」と記入すること。） 

   オ 入札参加者本人の氏名（法人にあっては，その名称又は商号） 

   カ 入札者氏名及び押印（押印は，外国人にあっては，署名をもって代えることができる。） 

 (10) 入札書及び入札に係る文書に使用する言語は，日本語に限る。また，入札金額は，日本国通

貨による表示に限る。 

 (11) 持参による入札の場合においては，入札書を封筒に入れ，かつ，その封皮に入札参加者の氏

名（法人にあっては，その名称又は商号），件名及び入札日を表記し，８(1)に示した日時に，

８(2)に示した場所において提出しなければならない。 

 郵便による入札の場合においては，二重封筒とし，表封筒に入札書在中の旨を朱書きし，入

札書を入れて密封した中封筒及び一般競争入札参加資格認定通知書の写しを入れ，８(1)に示し

た受領期限までに，８(2)に示した場所に到達するよう郵送（配達証明付き書留郵便に限る。）

しなければならない。なお，この場合，中封筒の封皮には，上記の持参による入札の場合と同

様に必要事項を記載しておくこと。 

  (12) 入札金額は，一切の諸経費（ただし，仕様書において発注者が負担することとしているもの

を除く。）を含めて見積もった金額とすること。 

 (13) 落札決定に当たっては，入札書に記載された金額に当該金額の100分の8に相当する額を加算

した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた金額）をもっ

て落札金額とするので，入札参加者又はその代理人は，消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず，見積もった契約希望金額の108分の100に相当する金額を入札書に記

載すること。 

  (14) 入札参加者又はその代理人（入札権限に関する委任状により入札権限を受任している者に限

る）は，入札書に使用する印鑑を持参し，再度入札等に備えること。 

 (15) 入札書及び委任状は，ペン又はボ－ルペンを使用すること（えんぴつ等の容易に消去可能な

筆記用具は使用しないこと）。 

 (16) 入札参加者又はその代理人（入札権限に関する委任状により入札権限を受任している者に限

る）から提出された書類を本市の審査基準に照らし，採用し得ると判断した者のみを落札決定

の対象とする。 

 (17) 入札参加者又はその代理人（入札権限に関する委任状により入札権限を受任している者に限

る）は，入札書の記載事項を訂正する場合は，当該訂正部分について押印しておかなければな

らない。ただし，入札金額の訂正は認めない。 

 (18) 入札参加者又はその代理人（入札権限に関する委任状により入札権限を受任している者に限

る）は，その提出した入札書の引換え，変更，取消しをすることができない。 

 (19) 入札執行主務者は，入札参加者又はその代理人が相連合し，又は不穏の挙動をする等の場合

で競争入札を公正に執行することができない状態にあると認めたときは，当該入札参加者又は

その代理人を入札に参加させず，又は当該入札を延期し，若しくはこれを取りやめることがで

きる。 

 (20) 開札は，入札参加者又はその代理人が出席して行うものとする。この場合において，入札参

加者又はその代理人が立ち会わないときは，当該入札執行事務に関係のない本市職員を立ち会

わせてこれを行う。 

 (21) 開札をした場合において，入札参加者又はその代理人（入札権限に関する委任状により入札
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権限を受任している者に限る）の入札のうち予定価格以下の入札がないときは，直ちに，再度

の入札を行うことがある。その場合，入札の執行回数は２回を限度とする。ただし，郵便によ

る入札は初度の入札のみ認める。なお，再度の入札を辞退する者は，入札室から退室しなけれ

ばならない。この場合，辞退届の提出は不要とする。 

 

11 入札の無効 

  次の各号の一に該当する入札書は無効とし，無効の入札書を提出したものを落札者としていた場

合には落札決定を取り消す。 

 なお，本市より入札参加者に必要な資格がある旨確認された者であっても，開札時点において，

４に掲げる資格のないものは，入札参加者に必要な資格のない者に該当する。 

 (1) ４に示した入札参加者に必要な資格のない者の提出した入札書 

 (2) 要綱第４条第１項の規定により，入札参加資格を失った者の提出した入札書 

 (3) 件名又は入札金額の記載のない入札書（「０円」または「無料」等の記載は入札金額の記載

のない入札書とみなす。） 

 (4) 入札参加者本人の氏名（法人にあっては，その名称又は商号）並びに入札者氏名の記載及び

押印のない又は判然としない入札書 

 (5) 代理人が入札する場合は，入札参加者本人の氏名（法人にあっては，その名称又は商号）並

びに入札者氏名（代理人の氏名）の記載及び押印のない又は判然としない入札書 

 (6) 件名の記載に重大な誤りのある入札書 

 (7) 入札金額の記載が不明確な入札書 

 (8) 入札金額を訂正した入札書 

 (9) 一つの入札について同一の者がした二以上の入札書 

 (10) 再度入札において初回の最低入札金額以上の金額を記載した入札書 

 (11) ８(1)に示した入札書の受領期限までに到達しなかった入札書 

 (12) 公正な価格を害し，又は不正の利益を得るために明らかに連合したと認められる者の提出し

た入札書 

 (13) 「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）」に違反し，価

格又はその他の点に関し，明らかに公正な競争を不法に阻害したと認められる者の提出した入

札書 

 (14) 当該入札の辞退を表明している入札書（辞退届その他の書類を投函した場合も含む。） 

(15) その他入札に関する条件に違反した入札書 

 

12 落札者の決定方法等 

 (1) 本入札は，平成31年度予算の成立を前提とした契約準備行為として行うものであるため，落

札決定は平成31年度予算が発効する平成31年4月1日に，次の(2)(3)において決定した落札候補

者に対し行うものとする。ただし，当該調達にかかる平成31年度予算が成立しない場合，本入

札は無効とする。 

 (2) 有効な入札書を提出した者であって，予定価格以下で最低の価格をもって申込みをした者を

落札候補者とする。ただし，落札候補者の決定にあたっては，低入札価格調査制度（３－２に

示す関係要綱及び要領に基づく。）を適用し，設定した調査基準価格を下回る入札が行われた

ときは，落札候補者の決定を保留し，低入札価格調査を実施する。調査の結果，当該最低入札

価格によっては，当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められ，かつ，
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当該最低価格入札者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあっ

て著しく不適当であると認められるときは，当該最低価格入札者を落札候補者としないものと

する。その場合においては，予定価格以下で最低入札価格に次いで低い価格（以下「次順位価

格」という。）が調査基準価格以上の価格であるときは，当該次順位価格の入札者を落札候補

者と決定し，次順位価格が調査基準価格を下回る価格であるときは，同様に調査を行う。調査

の結果，次順位価格の入札者を落札候補者と決定しない場合においては，次順位価格から順に

低い価格の入札者について同様の手続きを行う。  

 (3) 落札となるべき同価格の入札をした者が２人以上あるときは，直ちに，当該入札者（入札室

に入室していた代理人を含む）にくじを引かせて落札候補者を決定する。この場合において，

当該入札者のうち出席しない者又はくじを引かない者があるときは，当該入札執行事務に関係

のない本市職員にこれに代わってくじを引かせ，落札候補者を決定する。 

 (4) 落札者を決定した場合において，落札者とされなかった入札者から請求があったときは，速

やかに落札者を決定したこと，落札者の氏名及び住所，落札金額並びに当該請求を行った入札

者が落札者とされなかった理由（当該請求を行った入札者の入札が無効とされた場合において

は，無効とされた理由）を，当該請求を行った入札者に書面により通知する。 

(5) 落札者が，規則第14条で定める期日まで，契約書の取交わしをしないときは，落札の決定を

取り消す。 

 

13 入札公告等の要件に該当しなくなった場合の取り扱い 

  開札日から落札決定までの間に，次に掲げるいずれかの事由に該当することとなったときは，当

該入札を無効とする。また，落札決定後，契約締結までの間に次に掲げるいずれかの事由に該当す

ることとなったときは，当該落札決定を取り消し契約締結は行なわない。この取扱いにより，落札

候補者もしくは落札者に損害が発生しても，本市は賠償する責を負わない。 

 (1)「４ 入札参加者に必要な資格」各号のいずれかに該当しないこととなったとき。 

 (2) 一般競争入札参加申請書又はその他の提出書類に虚偽の事項を記載したことが明らかになっ

たとき。 

 (3) 要綱別表各号に掲げる措置要件に該当すると認められるとき。 

 

14 苦情申立 

  本件における競争入札参加資格の確認その他の手続き等に関し，政府調達に関する協定に違反し

ていると判断する場合は，その事実を知り，又は合理的に知りえたときから10日以内に，書面にて

仙台市入札等監視委員会に対してその旨の苦情を申し立てることができる。 

 

15 留保条項 

 (1) 本入札は，平成31年度予算の成立を前提とした契約準備行為として行うものであるため，落

札決定及び契約締結は，平成31年度予算が発効する平成31年4月1日に行うものとする。ただし，

当該調達にかかる平成31年度予算が成立しない場合，本入札は無効とする。 

 (2) 契約確定後も仙台市入札等監視委員会から通知を受けた場合は，事情変更により契約解除を

することがある。 

 

16 契約書の作成 
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 (1) 落札者は，交付された契約書に記名押印し，本市と契約書の取交わしを行うものとする。 

 (2) 契約書及び契約に係る文書に使用する言語並びに通貨は，日本語及び日本国通貨に限る。 

 (3) 本契約は本市と契約の相手方との双方が契約書に記名して押印しなければ，確定しないもの

とする。 

 

17－１ 支払いの条件 

  別添契約書案による。 

 

17－２ 消費税及び地方消費税額の取扱い 

  平成31年10月1日に予定される消費税及び地方消費税の合計税率10％（以下，「新消費税率」と

いう。）への引き上げに伴い，本契約に係る消費税及び地方消費税額の取扱いは次のとおりとする。 

 (1) 契約締結時における契約金額は，入札金額に現行税率8％を加算した金額（当該金額に１円未

満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた金額）とする。 

 (2) 新消費税率が適用される日以降の区分払額については，後日，税率引き上げ分について変更

契約により金額の変更を行う（経過措置，法改正等により税率の引き上げが実施されない場合

を除く）。 

 

18 契約条項 

  別添契約書案，規則及び特例規則による。 

   

19 その他必要な事項 

 (1) 入札をした者は，入札後，この入札説明書，契約書案，仕様書，図面，質疑応答書等につい

ての不知又は不明を理由として，異議を申し立てることはできない。 

 (2) 入札参加者若しくはその代理人又は落札者が本件調達に関して要した費用については，すべ

て当該入札参加者若しくはその代理人又は落札者が負担するものとする。 

 (3) この契約は，地方自治法第234条の3に基づく長期継続契約である。契約を締結した翌年度以

降において，当該契約に係る歳出予算の減額又は削除があった場合は，当該契約を変更又は解

除することがある。また，この変更又は解除により，受注者が損害を受けた場合であっても，

本市はその損害賠償の責めを負わないものとする。 
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留意事項 
 入札説明書本文に記載のとおり，一般競争入札参加申請時及び入札時には下記の書類等が必

要となります。不備がある場合，失格又は入札無効となる場合がありますのでご注意ください。 

 

１ 一般競争入札参加申請時の提出書類 

 

 □ 一般競争入札参加申請書 

 □ 運転管理業務の履行実績調書（下水道終末処理場）（別紙様式１） 

 □ 運転管理業務（履行実績確認）の契約書（仕様書含む）の写し又は業務履行証明書の原本 

 □ 総括責任者に関する調書（別紙様式２） 

 □ 下水道処理施設管理技士有資格者に関する調書（別紙様式３） 

 □ 下水道管理技術認定試験等の合格証の写し 

 □ 安全衛生推進者養成講習の修了証の写し 

 □ 乙種第四類危険物取扱者免状の写し 

 □ 酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者（旧第２種酸素欠乏危険作業主任者）技能講習の修了

証の写し 

 □ 床上操作式クレーン運転技能講習またはクレーン運転業務特別教育講習の修了証の写し 

 □ 玉掛技能講習の修了証の写し 

 □ 特定化学物質等作業主任者の講習終了証の写し 

 □ 第3種電気主任技術者の免状の写し 

 □ 第1種電気工事士の免状の写し 

 【企業連合にあっては，上記に加え，以下の書類を提出すること。】 

 □ 企業連合における構成員の資格に関する調書（別紙様式４） 

 □ 委任状（企業連合用）（別紙様式５） 

 □ 企業連合協定書（別紙様式６） 

 □ 企業連合届出書（別紙様式７） 

※別紙様式１，２，３，４については，事前に，建設局南蒲生浄化センターに申請し 

センター長名で確認を受けたものを提出すること。 

  

２ 入札時の必要書類等（持参の場合） 

 

 □ 一般競争入札参加資格認定通知書（写し可） 

 □ 身分を確認できるもの（免許証・パスポート，会社発行の写真入り身分証明書等。ただし，

原本に限る。写真付名刺，健康保険証は不可。） 

 □ 代理人が入札する場合は，委任状（本市様式に限る。） 

 □ 入札書（本市様式に限る。） 

 □ 入札用封筒 

 □ 再度入札等に使用する印 



別添様式 

質 疑 応 答 書 
 
    件名   
  
 
         
   整理番号         

  （仙台市記入欄）         
  

質  問  事  項 
 

回     答（仙台市記入欄） 
 

  
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

  
注１ この質疑応答書は，仕様書に対して質問がある場合（入札・見積に必要な事項に限る。）にの

み提出して下さい。 

注２ 提出期間を過ぎた場合は，受理しません。 

注３ 回答は，入札説明書に記載する期限までに，仙台市ホームページに掲載します。 



（様式１） 

運 転 管 理 業 務 の 履 行 実 績 調 書 （ 下 水 道 終 末 処 理 場 ） 
 

会社名：                     

業 務 名  

発 注 者 

(下水道管理者名)  

 

施 設 名 又 は 

処 理 場 名 
 

場 所  

契 約 金 額  

履 行 実 績 単独企業・企業連合（代表構成員・構成員）  

期 間   平 成  年  月  日 ～ 平 成  年  月  日 

施 設 概 要 

現 有処理能力  

（ 日 最 大 ） 

 

処  理  方  式   

排  除  方  式   

流  入  水  質   

放  流  水  質   

業 務 内 容 

管 理 形 態 

（常駐管理または巡回

管理を○で囲むこと） 

常駐管理（日勤（ : ～ ： ），夜勤 あり・なし） 

 

巡回管理 

 

以下の欄に，常駐管理の場合には勤務・人員体制を記入し，巡回管理の場合は，巡

回の頻度を記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）入札参加資格を満たしていることがわかるように記入すること。 

（注２）業務内容については，適宜様式を修正して記入すること。 

（注３）複数の実績を示す必要がある場合は，本様式を複写して使うこと。 

（注４）企業連合にあっては、代表構成員及び構成員ともに記入し提出すること。 

（注５）履行実績欄は単独企業・企業連合、代表構成員・構成員について、該当する項目を〇で囲むこと。 

 

上記について確認しました。    

 

                          平成   年   月   日 

 

仙台市建設局下水道事業部南蒲生浄化センター 

 

所 長           印 



（様式２） 

 

総 括 責 任 者 に 関 す る 調 書 
 

総括責任者氏名   生 年月日 昭和・平成  年  月  日  

総括責任者住所  

    県     市     区・町・村                 

                                     

               連絡先     －     －       

採 用 年 月 日  昭和・平成      年  月  日 

主 な 業 務 経 歴  

年  月  日  ～  年  月  日  

 

 

 

 

年  月  日  ～  年  月  日  

 

 

 

 

年  月  日  ～  年  月  日  

 

 

 

 

（注１）総括責任者は入札説明書で配置を求めた資格を有する者が兼ねることが出来る。 

（注２）必要がある場合は，本様式を複写して使うこと。 

 

上記について確認しました。    

                          平成   年   月   日 

 

仙台市建設局下水道事業部南蒲生浄化センター 

 

所 長           印 



（様式３） 

 

下 水 道 処 理 施 設 管 理 技 士 有 資 格 者 に 関 す る 調 書 
 

フ リ ガ ナ  

生 年月日 昭和・平成  年  月  日  
氏  名 

 

 

 

住 所 

〒   -    

 

 

最 終 学 校 名  

・ 学 科 名 

  

卒業年月      年  月  日 

技 術 資 格 

 第三種技術検定（日本下水道事業団法施行令）合格の有無  有 ・ 無  

 下水道管理技術認定試験（処理施設） 合格の有無 有 ・ 無  

 下水道処理施設管理技士資格者認定講習修了の有無 有 ・ 無  

業 務 経 歴 

期間(実務経験年数) 実 務 経 験 の 内 容 

年  月より 

年  月まで 

（   年  月） 

 

年  月より 

年  月まで 

（   年  月） 

 

年  月より 

年  月まで 

（   年  月） 

 

年  月より 

年  月まで 

（   年  月） 

 

 

 

（注１）「実務経験の内容」は，管理業務に関して記載すること。 

 

 

上記について確認しました。 

 

                          平成   年   月   日 

 

仙台市建設局下水道事業部南蒲生浄化センター 

 

所 長           印 



（様式４） 

企業連合における代表構成員以外の構成員の資格に関する調書 
 

会社名：                      

フ リ ガ ナ  

生 年月日 昭和・平成  年  月  日  
氏  名 

 

 

 

住 所 

〒   -    

 

 

最 終 学 校 名  

・ 学 科 名 

 

卒業年月      年  月  日 

下水道法施行令 

（第１５条の３） 

に規定する資格 

下水道法施行令 

（公共下水道又は流域下水道の維持管理を行う者の資格）第１５条の３ 

 

 第１号・第２号・第３号・第４号・第５号・第６号・第７号・第８号 

 

業 務 経 歴 

期間(実務経験年数) 実 務 経 験 の 内 容 

年  月より 

年  月まで 

（   年  月） 

 

年  月より 

年  月まで 

（   年  月） 

 

年  月より 

年  月まで 

（   年  月） 

 

年  月より 

年  月まで 

（   年  月） 

 

 

 

（注１）「実務経験の内容」は，管理業務に関して記載すること。 

（注２）下水道法施行令（第１５条の３）に規定する資格の項目については、該当する要件の号を〇で囲

むこと。 

 

上記について確認しました。 

                          平成   年   月   日 

 

仙台市建設局下水道事業部南蒲生浄化センター 

 

所 長           印 



別紙様式５ 

（代表構成員以外の構成員から代表構成員への委任用） 

委任状（企業連合用） 

平成  年  月  日  

（宛て先） 

仙 台 市 長 

 

委任者 住所(所在地) 

商号又は名称 

代表者職氏名                     印 

 

委任者 住所(所在地) 

商号又は名称 

代表者職氏名                     印 

 

私は，（代表構成員の商号又は名称）                        を

代表構成員と定め，（件名）南蒲生浄化センター水処理施設運転管理業務委託に関し，下記の

権限を委任します。 

 

記 

 

１ 発注者及び監督官庁等と折衝する件 

２ 見積，入札及び契約締結並びに本業務に係る業務委託料の請求及び受領に関する件 

３ 復代理人の選任に関する件 

４ 企業連合に属する財産を管理する件 

５ その他業務の遂行に関して必要となる一切の事項を執行する権限 

６ 委任期間 

平成  年  月  日から 当該契約に係る事務手続が完了する日まで 



別紙様式６（1/3） 

企 業 連 合 協 定 書 

（目的） 

第１条 当企業連合は，（件名）南蒲生浄化センター水処理施設運転管理業務委託（以下「本業務」と

いう。）を連帯して遂行することを目的とする。 

 

（名称） 

第２条 当企業連合は，                          と称する。 

 

（事業所の所在地） 

第３条 当企業連合は，事務所を                      に置く。 

 

（構成員の名称） 

第４条 当企業連合を構成する者（以下「構成員」という。）は，次のとおりとする。 

（１）名称                         

（２）名称                         

（３）名称                         

 

（成立の時期及び解散の時期） 

第５条 当企業連合は，平成  年  月  日に成立し，その存続期間は本業務の委託契約に係る一

切の事務手続が完了する日までとする。 

２ 前項の期間は，構成員全員の同意を得て，これを延長することができる。 

 

（構成員の代表者） 

第６条 当企業連合において受注者は，構成員を代表する者（以下「代表構成員」という。）とする。 

 

（代表構成員の権限） 

第７条 代表構成員は，本業務の遂行に関し，当企業連合を代表して次の権限を有するものとする。 

（１）発注者及び監督官庁等と折衝する権限 

（２）代表構成員の名義をもって見積，入札及び契約締結並びに本業務に係る業務委託料の請求及び

受領をすることに関する権限 

（３）入札及び本業務に係る業務委託料の受領に関する復代理人の選任についての権限 

（４）当企業連合に属する財産を管理する権限 

（５）その他本業務の遂行に関して必要となる一切の事項を執行する権限 

 

（秘密の保持） 

第８条 本業務に係る業務委託契約書（以下「契約書」という。）第５条における秘密の保持に関する

規定の遵守について，構成員は連帯して責任を負う。 

 

（個人情報の保護） 

第９条 契約書第６条における個人情報の保護に関する規定の遵守について，構成員は連帯して責任を

負う。 



別紙様式６（2/3） 

（再委託の禁止） 

第１０条 契約書第７条における再委託の禁止に関する規定の遵守について，構成員は連帯して責任を

負う。 

 

（運営委員会） 

第１１条 当企業連合は，構成員全員からなる運営委員会を設置し，本業務の遂行に関する協議を行う

ものとする。 

 

（業務分担額） 

第１２条 各構成員の本業務に係る業務の分担（以下「分担業務」という。）及び当該業務の分担に応

じた分担額（以下「業務分担額」という。）については，運営委員会で定めるものとする。 

 

（構成員の責任） 

第１３条 代表構成員及び構成員は，各々の分担業務の進捗を図り，本業務を遂行するとともに連帯し

て責任を負うものとする。 

 

（必要経費の分配） 

第１４条 本業務の遂行にあたり必要とする経費は，運営委員会で定めるものとする。 

 

（構成員相互間の責任の分担） 

第１５条 構成員がその分担業務の遂行において，発注者及び第三者に対して与えた損害は，当該構成

員がその損害を賠償する責任を負う。 

２ 分担業務の遂行において，構成員が他の構成員に損害を与えた場合には，運営会議において協議し

損害の賠償の負担について決定する。 

 

（権利義務の譲渡の権限） 

第１６条 当企業連合は，発注者の承認がなければ，この協定書に基づく権利義務を第三者に譲渡する

ことはできない。 

 

（委託契約の履行中における構成員の脱退等に対する措置） 

第１７条 構成員は，発注者及び構成員全員の承認がなければ，当企業連合が本業務の委託契約に係る

一切の事務手続を完了する日までは脱退することができない。 

２ 構成員のうち，本業務の遂行の途中において前項の規定により脱退した者がある場合，残された構

成員は連帯して当該構成員の分担業務の遂行の責任を負うものとし，発注者の指示に従い本業務の遂

行を完了するものとする。 

３ 発注者及び構成員全員の承認がなければ，当企業連合に新たに構成員が加わることはできない。 

４ 第２項の規定により新たに生じた費用については，運営委員会で定めるものとする。 

 

 

（委託契約の履行中における構成員の破産又は解散に対する措置） 

第１８条 構成員（代表構成員を除く。）のうち，本業務の遂行の途中において破産又は解散した者が



別紙様式６（3/3） 

ある場合，残された構成員は連帯して当該構成員の分担業務の遂行の責任を負うものとし，運営委員

会において業務の分担等を変更し，本業務を遂行するものとする。 

２ 代表構成員が委託契約の履行期間内において破産又は解散した場合には，発注者は契約を解除する

ことができるものとする。この場合にあっては，発注者は必要に応じて損害賠償の請求を行うことが

できる。 

３ 第１項の場合においては，前条第４項の規定を準用する。 

 

（解散後の瑕疵担保責任） 

第１９条 当企業連合が解散した後において，成果品につき瑕疵があったときは，構成員全員が連帯し

てその責任を負うものとする。 

２ 構成員のうち，本業務の遂行の途中において第１７条又は第１８条の規定により脱退した者がある

場合，残された構成員が前項に規定する責任を負う。 

 

（協定書に定めのない事項） 

第２０条 この協定書に定めのない事項は，運営委員会において定めるものとし，本業務の委託契約の

履行に関し特に必要がある事項については，発注者と協議のうえ決定するものとする。 

 

 

 

上記のとおり，（代表構成員名）                         他  者は， 

（件名）南蒲生浄化センター水処理施設運転管理業務委託に関する企業連合協定を締結したので，その

証として本書  通を作成し，構成員が記名押印のうえ，各自１通を保有する。なお，うち１通は仙台

市提出分とする。 

 

平成  年  月  日 

 

［代表構成員］ 住所（所在地）                           

（受注者） 商号又は名称                           

代表者職氏名                          印 

 

［構 成 員］ 住所（所在地）                           

商号又は名称                           

代表者職氏名                          印 

 

 住所（所在地）                           

商号又は名称                           

代表者職氏名                          印 



（別紙様式７） 

企 業 連 合 届 出 書 

 

企業連合の名称                               

 

代表構成員 

（宛て先）仙台市長  

 平成 30年 12月 6日付けで公告のありました 

（件名）南蒲生浄化センター水処理施設運転管理業務委託に係る一般競争入札について，本

届出書記載のとおり合同で参加します。 

 なお，参加にあたっては，代表構成員として各構成員をとりまとめ，仙台市に対する入札及

び契約に伴う手続き並びに業務遂行に係る一切の責任を負うものとします。 

 

平成  年  月  日 

住所（所在地） 

商号又は氏名 

代表者職氏名 印 

 

構成員 １ 

（宛て先）仙台市長  

 平成 30年 12月 6日付けで公告のありました 

（件名）南蒲生浄化センター水処理施設運転管理業務委託に係る一般競争入札について， 

本届出書記載のとおり合同で参加します。 

 なお，参加にあたっては，代表構成員と連帯して責任を負うものとします。 

 

平成  年  月  日 

住所（所在地） 

商号又は氏名 

代表者職氏名 印 

 

構成員 ２ 

（宛て先）仙台市長  

 平成 30年 12月 6日付けで公告のありました 

（件名）南蒲生浄化センター水処理施設運転管理業務委託に係る一般競争入札について， 

本届出書記載のとおり合同で参加します。 

 なお，参加にあたっては，代表構成員と連帯して責任を負うものとします。 

 

平成  年  月  日 

住所（所在地） 

商号又は氏名 

代表者職氏名 印 

 

 



印

百 拾 億 千 百 拾 万 千 百 拾 円

平成

（宛て先）

様

入 札 書

年 月 日

入札金額

（注）委任を受けて入札する場合には，受任者名で入札することとなります。

会社（商店）名

入 札 者 氏 名 印

（注：契約希望金額の１０８分の１００の金額です。）

上記の金額で請負（供給）したいので，関係書類を熟覧

のうえ，仙台市契約規則を守り入札します。

件名



印

百 拾 億 千 百 拾 万 千 百 拾 円

平成

（宛て先）

様

印代表取締役　○○　○○○

○○○○○株式会社

0

○○○○○○○○業務委託

（注：契約希望金額の１０８分の１００の金額です。）

1 2

上記の金額で請負（供給）したいので，関係書類を熟覧

のうえ，仙台市契約規則を守り入札します。

件名

入札金額 ￥

（注）委任を受けて入札する場合には，受任者名で入札することとなります。

会社（商店）名

入 札 者 氏 名

仙台市長

5 0 0

入 札 書

3X 年 00 月 00 日

3 4

記載例（本人の場合） 

競争入札参加資格審査申
請時（登録時）において提
出した「使用印鑑届」によ
り届け出した印を使用する
こと。 

印 

印 

捨印 
・・・捨印の押印にあたっ
ては、右下の印と同じ印
を押印すること。 

※本店の代表者又は競争入札参加資格審査申請時（登録時）に

おいて支店長等に入札・契約等に関する権限を委任している場合

の支店長等が入札を行う場合。 

※支店長が入札を行う場合は，支店名も記載すること。 

※支店長が入札を行う場合は，「支店長 ○○ ○○」等とすること。 



印

百 拾 億 千 百 拾 万 千 百 拾 円

平成

（宛て先）

様

印　○○　○○

○○○○○株式会社

0

○○○○○○○○業務委託

（注：契約希望金額の１０８分の１００の金額です。）

1 2

上記の金額で請負（供給）したいので，関係書類を熟覧

のうえ，仙台市契約規則を守り入札します。

件名

入札金額 ￥

（注）委任を受けて入札する場合には，受任者名で入札することとなります。

会社（商店）名

入 札 者 氏 名

仙台市長

5 0 0

入 札 書

3X 年 00 月 00 日

3 4

記載例（代理人の場合） 

本人から委任を受けた者（担
当者等）の印を使用すること。
なお，入札時に提出する委
任状の「使用印鑑」欄に押印
した印と一致すること。 

印 

印 

捨印 
・・・捨印の押印にあたっ
ては、右下の印と同じ印
を押印すること。 

※本人から委任を受けた者（担当者等）が入札を行う場合。 

本人から委任を受けた者（担当者等）の氏名を記載すること。 



印

百 拾 億 千 百 拾 万 千 百 拾 円

平成

（宛て先）

様

0

入 札 書

2X 年 00 月 00 日

3 4入札金額 ￥

（注）委任を受けて入札する場合には，受任者名で入札することとなります。

会 社 （ 商 店 ） 名

入 札 者 氏 名

仙台市長

5 0

印代表取締役　○○　○○○

××××企業連合
代表構成員　　○○○○○株式会社

0

○○○○○○○○業務委託

（注：契約希望金額の１０８分の１００の金額です。）

1 2

上記の金額で請負（供給）したいので，関係書類を熟覧

のうえ，仙台市契約規則を守り入札します。

件名

記載例（企業連合：本人の場合）

競争入札参加資格審査申
請時（登録時）において提
出した「使用印鑑届」によ
り届け出した印を使用する
こと。

印

印

捨印
・・・捨印の押印にあたっ
ては、右下の印と同じ印
を押印すること。

※企業連合の代表構成員における本店の代表者又は競争入札

参加資格審査申請時（登録時）において支店長等に入札・契約等

に関する権限を委任している場合の支店長等が入札を行う場合。

支店長等が入札を行う場合は，支店名も記載すること。

支店長等が入札を行う場合は，「支店長 ○○ ○○」等とすること。



印

百 拾 億 千 百 拾 万 千 百 拾 円

平成

（宛て先）

様

印　○○　○○

×××企業連合
代表構成員　○○○○○株式会社

0

○○○○○○○○業務委託

（注：契約希望金額の１０８分の１００の金額です。）

1 2

上記の金額で請負（供給）したいので，関係書類を熟覧

のうえ，仙台市契約規則を守り入札します。

件名

入札金額 ￥

（注）委任を受けて入札する場合には，受任者名で入札することとなります。

会 社 （ 商 店 ） 名

入 札 者 氏 名

仙台市長

5 0 0

入 札 書

2X 年 00 月 00 日

3 4

記載例（企業連合：代理人の場合）

本人から委任を受けた者（担
当者等）の印を使用すること。
なお，入札時に提出する委
任状の「使用印鑑」欄に押印
した印と一致すること。

印

印

捨印
・・・捨印の押印にあたっ
ては、右下の印と同じ印
を押印すること。

※企業連合の代表構成員における本人から委任を受

けた者（担当者等）が入札を行う場合。

本人から委任を受けた者（担当者等）の氏名



印 

委  任  状 
 

平成  年  月  日 

(宛 て 先 ) 

        様 

 

      住 所 

 

委任者 

 

      氏 名                     印 

 

私は       を代理人と定め，平成  年  月  日

仙台市において行う下記件名の入札及び見積りに関する 

一切の権限を委任します。 

記 

件 名                

                

 

受任者は次の印鑑を使用します。 

 

 

 

使  用  印  鑑   



印 

委  任  状 
 

平成○○年○○月○○日 

(宛 て 先 ) 

        様 

 

      住 所 仙台市青葉区国分町３丁目７番 1号 

 

委任者    株式会社 ○○○○ 

 

      氏 名 代表取締役  ○○ ○○            印 

 

私は○○○○○を代理人と定め，平成○○年○○月○○日

仙台市において行う下記件名の入札及び見積りに関する 

一切の権限を委任します。 

記 

件 名  ○○○○○○○業務委託 

                

 

受任者は次の印鑑を使用します。 

 

 

 

使  用  印  鑑   

・本店の代表者（競争入札参加

資格審査申請時（登録時）にお

いて支店長等に入札・契約等に

関する権限を委任している場

合は支店長等）名で作成し，押

印すること。 

・印は，競争入札参加資格審査

申請時（登録時）において提出

した「使用印鑑届」により届け

出した印を使用すること。 

この委任状で入札に関す

る委任を受けた者（実際

に入札に参加する者）の

私印を押印すること。 

入札書にはこの印を押印

すること。 

記載例 



印

委  任  状

平成○○年○○月○○日

(宛 て 先 )

        様

      住 所 仙台市青葉区国分町３丁目７番 1号

委任者    ×××企業連合

       代表構成員 株式会社 ○○○○

      氏 名 代表取締役  ○○ ○○            印

私は○○○○○を代理人と定め，平成○○年○○月○○日

仙台市において行う下記件名の入札及び見積りに関する

一切の権限を委任します。

記

件 名 ○○○○○○○業務委託

               

受任者は次の印鑑を使用します。

使  用  印  鑑  

・企業連合の代表構成員

における本店の代表者

（競争入札参加資格審査

申請時（登録時）におい

て支店長等に入札・契約

等に関する権限を委任し

ている場合は支店長等）

名で作成し，押印するこ

と。

・印は，競争入札参加資

格審査申請時（登録時）

において提出した「使用

印鑑届」により届け出し

た印を使用すること。

この委任状で入札に関す

る委任を受けた者（実際

に入札に参加する者）の

私印を押印すること。

入札書にはこの印を押印

すること。

記載例（企業連合の場合）



 

（第５-１-２号様式（特定調達）： H29-04 版） 

                   （案） 

 

 

契 約 番 号      

第      号 

 

１ 委託業務名                             

 

２ 履 行 期 間       平成  年  月  日から 

         平成  年  月  日まで 

 

３ 業務委託料 

 

  （うち取引に係る消費税 

      及び地方消費税額） 

 

４ 契約保証金                                 

 

上記業務について，仙台市（以下「発注者」という。）と、消費税及び地方消費税に係る 

     税業者                     （以下「受注者」という。） 

は，各々の対等な立場における合意に基づいて，上記記載事項及び次の条項により公正な委託契

約を締結し，信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

本契約の証として本書２通を作成し，当事者記名押印の上，各自１通を保有する。 

平成  年  月  日 

発 注 者    住所 仙台市青葉区国分町三丁目７番１号 

           氏名 仙 台 市 

              代表者 市 長                印 

受 注 者    住所 

           氏名  

                                     印 

業 務 委 託 契 約 書 

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

億 千 百 十 万 千 百 十 円 

印 紙 

 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

課 
免 
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（総則） 

第１条 発注者及び受注者は，この契約書（頭書を含む。以下同じ。）に基づき，仕様書に従い，日

本国の法令を遵守し，この契約（この契約書及び仕様書を内容とする業務の委託契約をいう。以下

同じ。）を履行しなければならない。 

２ 受注者は，契約書記載の業務（以下「業務」という。）を契約書記載の履行期間（以下「履行期

間」という。）内に完了し，又は仕様書に定める契約の目的物（以下「成果物」という。）を完成

させ，発注者に引き渡すものとし，発注者は，その業務委託料を支払うものとする。 

３ 発注者は，その意図する成果物を完成させるため，又は業務の履行について必要があるときは，

業務に関する指示を受注者に対して行うことができる。この場合において，受注者は，当該指示に

従い業務を行わなければならない。 

４ 受注者は，この契約書若しくは仕様書に特別の定めがある場合又は前項の指示若しくは発注者と

受注者との協議がある場合を除き，業務を完了するために必要な一切の手段をその責任において定

めるものとする。 

５ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は，日本語とする。 

６ この契約書に定める金銭の支払いに用いる通貨は，日本円とする。 

７ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単位は，仕様書に特別の定めがある

場合を除き，計量法（平成４年法律第 51 号）に定めるものとする。 

８ この契約書及び仕様書における期間の定めについては，民法（明治 29 年法律第 89 号）及び商法

（明治 32 年法律第 48 号）の定めるところによるものとする。 

９ この契約は，日本国の法令に準拠するものとする。 

10 この契約に係る訴訟の提起又は調停の申立てについては，日本国の裁判所をもって合意による専

属的管轄裁判所とする。 

（定義） 

第１条の２ この契約書において「遅延損害金約定利率」とは，契約締結日における，政府契約の支

払遅延防止等に関する法律（昭和 24 年法律第 256 号）第８条第１項の規定に基づき財務大臣が決定

する率をいう。 

（指示等及び協議の書面主義） 

第２条 この契約書に定める指示，請求，通知，報告，申出，承諾，質問，回答及び解除（以下「指

示等」という。）は，書面により行わなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず，緊急やむを得ない事情がある場合には，発注者及び受注者は，前項に

規定する指示等を口頭で行うことができる。この場合において，発注者及び受注者は，既に行った指

示等を書面に記載し，７日以内にこれを相手方に交付するものとする。 

３ 発注者及び受注者は，この契約書の他の条項の規定に基づき協議を行うときは，当該協議の内容

を書面に記録するものとする。 

（業務履行計画表等の提出） 

第２条の２ 受注者は，この契約締結後 14 日以内に仕様書に基づいて業務履行計画表，業務担当者届

及び着手届を作成し，発注者に提出しなければならない。ただし，発注者がその必要がないと認め

るときは，この限りでない。 

２ 発注者は，必要があると認めるときは，前項の業務履行計画表を受理した日から７日以内に，受

注者に対してその修正を請求することができる。 

３ この契約書の他の条項の規定により履行期間又は仕様書が変更された場合において，発注者は，

必要があると認めるときは，受注者に対して業務履行計画表の再提出を請求することができる。こ

の場合において，第１項中「この契約締結後」とあるのは「当該請求があった日から」と読み替え

て，前２項の規定を準用する。 

４ 業務履行計画表は，発注者及び受注者を拘束するものではない。 



- 2 - 
 

（契約の保証） 

第３条 受注者は，この契約の締結と同時に，次の各号のいずれかに掲げる保証を付さなければならな

い。ただし，第五号の場合においては，履行保証保険契約の締結後，直ちにその保険証券を発注者に

寄託しなければならない。 

 一 契約保証金の納付 

 二 契約保証金の納付に代わる担保となる有価証券等の提供 

 三 この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払いを保証する銀行，発注者が確実と認

める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１

８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社をいう。以下同じ。）の保証 

 四 この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証 

 五 この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約の締結 

２ 前項の保証に係る契約保証金の額，保証金額又は保険金額（第４項において「保証の額」という。）

は，業務委託料の１０分の１（仙台市契約規則（昭和 39 年仙台市規則第 47 号。以下「規則」と

いう。）第 20 条第 9 号に該当する場合にあっては，仙台市財政局長が別に定める基準による額）

以上としなければならない。 

３ 第１項の規定により，受注者が同項第二号又は第三号に掲げる保証を付したときは，当該保証は

契約保証金に代わる担保の提供として行われたものとし，同項第四号又は第五号に掲げる保証を付

したときは，契約保証金の納付を免除するものとする。 

４ 業務委託料の変更があった場合には，保証の額が変更後の業務委託料の１０分の１（規則第 20 条

第 9 号に該当する場合にあっては，仙台市財政局長が別に定める基準による額）に達するまで，発

注者は，保証の額の増額を請求することができ，受注者は，保証の額の減額を請求することができ

る。 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第４条 受注者は，この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し，又は承継させてはならな

い。ただし，あらかじめ発注者の承諾を得た場合は，この限りでない。 

（秘密の保持） 

第５条 受注者は，この契約の履行に関して知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。 

（個人情報の保護） 

第６条 受注者は，個人情報の保護の重要性を認識し，この契約による事務を処理するための個人情

報の取扱いに当たっては，個人の権利利益を侵害することのないよう，個人情報を適正に取り扱わ

なければならない。 

２ 受注者は，この契約による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ，又は不当な

目的に使用してはならない。この契約が終了し，又は解除された後においても同様とする。 

３ 受注者は，その使用する者に対し，在職中及び退職後においてもこの契約による事務に関して知

り得た個人情報をみだりに他人に知らせ，又は不当な目的に使用してはならないことなど，個人情

報の保護に関して必要な事項を周知しなければならない。 

４ 受注者は，この契約による事務に係る個人情報の漏洩，滅失，改ざん及びき損の防止その他の個

人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

５ 受注者は，この契約による事務を処理するために個人情報を収集するときは，当該事務を処理す

るために必要な範囲内で，適正かつ公正な手段により収集しなければならない。 

６ 受注者は，発注者の指示又は承諾があるときを除き，この契約による事務に関して知り得た個人

情報を当該事務を処理するため以外に使用し，又は第三者に引き渡してはならない。 

７ 受注者は，発注者の指示又は承諾があるときを除き，この契約による事務を処理するために発注

者から貸与された個人情報が記録された資料等を複写し，又は複製してはならない。 

８ 受注者は，この契約による事務を処理するための個人情報を自ら取り扱うものとし，第７条ただ
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し書の規定にかかわらず，発注者の特別の承諾があるときを除き，第三者に取り扱わせてはならな

い。 

９ 受注者は，この契約による事務を処理するために発注者から貸与され，又は受注者が収集し，若

しくは作成した個人情報が記録された資料等を，この契約の終了後直ちに発注者に返還し，又は引

き渡すものとする。ただし，発注者が別に指示したときは，当該方法によるものとする。 

10 受注者は，前項までに違反する事態が生じ，又は生じるおそれがあることを知ったときは，速や

かに発注者に報告し，発注者の指示に従うものとする。この契約が終了し，又は解除された後にお

いても同様とする。 

（再委託の禁止） 

第７条 受注者は，業務の処理を他に委託し又は請け負わせてはならない。ただし，業務の一部（主

たる部分を除く。）について事前に書面で申請し，発注者の書面による承諾を得た場合は，この限

りでない。 

２ 受注者は，仙台市の有資格業者に対する指名停止に関する要綱（昭和 60 年 10 月 29 日市長決裁。

以下この条において「指名停止要綱」という。）による指名停止（同要綱別表第 21 号によるものを

除く。）の期間中の者に業務の処理を委託し又は請け負わせてはならない。ただし，発注者がやむ

を得ないと認め，前項ただし書きの規定により承諾した場合はこの限りでない。 

３ 第１項ただし書きの規定にかかわらず，受注者は，指名停止要綱別表第 21 号による指名停止の期

間中の者又は仙台市入札契約暴力団等排除要綱（平成 20 年 10 月 31 日市長決裁）別表各号に掲げる

要件に該当すると認められる者を，この契約に関連する契約（下請契約，委任契約，資材又は原材

料の購入契約その他の契約で，この契約に関連して締結する契約をいう。次項において同じ。）の

相手方とすることができない。 

４ 発注者は，受注者に対して，この契約に関連する契約の相手方につき，その商号又は名称その他

必要な事項の通知を請求することができる。 

（特許権等の使用） 

第８条 受注者は，特許権，実用新案権，意匠権，商標権その他日本国の法令に基づき保護される第

三者の権利（以下本条において「特許権等」という。）の対象となっている履行方法を使用すると

きは，その使用に関する一切の責任を負わなければならない。ただし，発注者がその履行方法を指

定した場合において，仕様書に特許権等の対象である旨の明示がなく，かつ，受注者がその存在を

知らなかったときは，発注者は，受注者がその使用に関して要した費用を負担しなければならない。 

（業務関係者に対する措置請求） 

第９条 発注者は，受注者が業務を履行するために使用している者がその業務の実施につき著しく不

適当と認められるときは，受注者に対して，その理由を明示した書面により，必要な措置をとるべ

きことを請求することができる。 

（履行報告） 

第 10 条 受注者は，仕様書に定めるところにより，この契約の履行について発注者に報告しなければ

ならない。 

（貸与品等） 

第 11 条 発注者が受注者に貸与し，又は支給する業務に必要な物品等（以下「貸与品等」という。）

の品名，数量，引渡場所及び引渡時期は，仕様書に定めるところによる。 

２ 受注者は，貸与品等の引渡しを受けたときは，引渡しの日から７日以内に，発注者に借用書又は

受領書を提出しなければならない。 

３ 受注者は，仕様書に定めるところにより，業務の完了，仕様書の変更等によって不用となった貸

与品等を発注者に返還しなければならない。 

（業務内容の変更） 

第 12 条 発注者は，必要があると認めるときは，業務の内容を変更することができる。この場合にお
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いて，発注者は，必要があると認められるときは履行期間若しくは業務委託料を変更し，又は受注

者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

（業務の一時中止） 

第 13 条 発注者は，必要があると認めるときは，業務の中止内容を受注者に通知して，業務の全部又

は一部を一時中止させることができる。 

２ 発注者は，前項の規定により業務を一時中止した場合において，必要があると認められるときは

履行期間若しくは業務委託料を変更し，又は受注者が業務の続行に備え業務の一時中止に伴う増加

費用を必要としたとき若しくは受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならな

い。 

（受注者の請求による履行期間の延長） 

第 14 条 受注者は，その責めに帰すことができない事由により履行期間内に業務を完了することがで

きないときは，その理由を明示した書面により発注者に履行期間の延長変更を請求することができ

る。 

（発注者の請求による履行期間の短縮等） 

第 15 条 発注者は，特別の理由により履行期間を短縮する必要があるときは，履行期間の短縮変更を

受注者に請求することができる。 

２ 発注者は，前項の場合において，必要があると認められるときは，業務委託料を変更し，又は受

注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

（履行期間の変更方法） 

第 16 条 履行期間の変更については，発注者と受注者とが協議して書面により定める。ただし，協議

開始の日から 14 日以内に協議が整わない場合には，発注者が定め，受注者に通知する。 

（業務委託料の変更方法等） 

第 17 条 業務委託料の変更については，発注者と受注者とが協議して書面により定める。ただし，協

議開始の日から 14 日以内に協議が整わない場合には，発注者が定め，受注者に通知する。 

２ この契約書の規定により，発注者が費用を負担し，又は損害を賠償する場合の負担額又は賠償額

については，発注者と受注者とが協議して書面により定める。 

（臨機の措置） 

第 18 条 受注者は，業務を行うに当たり，災害防止等のため必要があると認めるときは，臨機の措置

をとらなければならない。この場合において，必要があると認めるときは，受注者は，あらかじめ

発注者の意見を聴かなければならない。ただし，緊急やむを得ない事情があるときは，この限りで

ない。 

２ 前項の場合においては，受注者は，そのとった措置の内容を発注者に直ちに通知しなければなら

ない。 

（損害） 

第 19 条 成果物の引渡し前に，成果物に生じた損害その他業務を行うにつき生じた損害（第三者に及

ぼした損害を含む。）については，受注者がその費用を負担する。ただし，その損害のうち発注者

の責めに帰すべき事由により生じたものについては，発注者が負担する。 

（検査） 

第 20 条 受注者は，業務を完了したときは，遅滞なく発注者に対して業務完了届を提出しなければな

らない。 

２ 発注者は，前項の業務完了届を受理したときは，その日から 10 日以内に業務完了の検査又は成果

物の検査をしなければならない。 

３ 受注者は，業務又は成果物が前項の検査に合格しないときは，直ちに修補して発注者の再度の検

査を受けなければならない。この場合において，修補の完了を業務の完了とみなして前２項の規定

を準用する。 
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（業務委託料の支払い） 

第 21 条 受注者は，前条第２項の検査に合格したときは，業務委託料の支払いを請求することができ

る。 

２ 発注者は，前項の規定による請求があったときは，請求を受けた日から 30 日以内に業務委託料を

支払わなければならない。 

（区分払） 

第 22 条 受注者は，発注者が業務の性質上必要があると認めるときは，別記内訳書の区分に応じて業

務委託料を請求することができる。 

２ 前２条の規定は，前項の規定による請求の場合に準用する。 

（瑕疵担保） 

第 23 条 発注者は，成果物に瑕疵があるときは，受注者に対して相当の期間を定めてその瑕疵の修補

を請求し，又は修補に代え，若しくは修補とともに損害の賠償を請求することができる。 

２ 前項において受注者が負うべき責任は，第 20 条第２項の規定による検査に合格したことをもって

免れるものでない。 

３ 第１項の規定による瑕疵の修補又は損害賠償の請求は，成果物の引渡しを受けた日から１年以内

に行わなければならない。ただし，その瑕疵が受注者の故意又は重大な過失により生じた場合には，

請求を行うことのできる期間は，引渡しを受けた日から３年とする。 

４ 第１項の規定は，成果物の瑕疵が仕様書の記載内容，発注者の指示又は貸与品等の性状により生

じたものであるときは，適用しない。ただし，受注者がその記載内容，指示又は貸与品等が不適当

であることを知りながらこれを通知しなかったときは，この限りでない。 

（履行遅滞の場合における損害金等） 

第 24 条 受注者の責めに帰すべき事由により履行期間内に業務を完了することができない場合にお

いては，発注者は，損害金の支払いを受注者に請求することができる。 

２ 前項の損害金の額は，業務委託料の額につき，遅延日数に応じ，遅延損害金約定利率の割合で計

算した額とする。 

３ 発注者の責めに帰すべき事由により，第 21 条第２項（第 22 条第２項において準用する場合を含

む。）の規定による業務委託料の支払いが遅れた場合において，受注者は，未受領金額につき，遅

延日数に応じ，遅延損害金約定利率の割合で計算した額の遅延利息の支払いを発注者に請求するこ

とができる。 

（発注者の解除権） 

第 25 条 発注者は，受注者が次の各号のいずれかに該当するときは，この契約を解除することができ

る。 

一 正当な理由なく，業務に着手すべき期日を過ぎても業務に着手しないとき 

二 その責めに帰すべき事由により，履行期間内に業務が完了しないと明らかに認められるとき 

三 前２号に掲げる場合のほか，この契約に違反し，その違反によりこの契約の目的を達成するこ

とができないと認められるとき 

四 第 28 条第１項の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき 

２ 前項各号に規定するもののほか，発注者は，特定調達に係る苦情の処理手続きに関する要綱（平

成 7 年 12 月 25 日市長決裁）第 5 条第 2 項の要請を受けた場合において，これに従うときは，特に

必要があると認められるものに限り，当該契約を解除することができる。 

(契約が解除された場合等の違約金) 

第 25 条の２ 次の各号のいずれかに該当する場合においては，受注者は，業務委託料の 10 分の 1 に

相当する額（規則第 20 条第９号に該当する場合にあっては，仙台市財税局長が別に定める基準によ

る額）を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

 一 前条第１項の規定によりこの契約が解除された場合 
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 二 受注者がその債務の履行を拒否し，又は，受注者の責めに帰すべき事由によって受注者の債務

について履行不能となった場合 

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は，前項第２号に該当する場合とみなす。 

 一 受注者について破産手続開始の決定があった場合において，破産法（平成 16 年法律第 75 号）

の規定により選任された破産管財人 

 二 受注者について更生手続開始の決定があった場合において，会社更生法（平成 14 年法律第 154

号）の規定により選任された管財人 

 三 受注者について再生手続開始の決定があった場合において，民事再生法（平成 11 年法律第 225

号）の規定により選任された再生債務者等 

３ 第１項の場合において，第３条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行

われているときは，発注者は，当該契約保証金又は担保をもって違約金に充当することができる。 

（談合による解除） 

第 26 条 発注者は, 受注者がこの契約に関し次の各号のいずれかに該当するときは, この契約を解除

することができる。 

一 受注者に対してなされた私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第

54 号。以下「独占禁止法」という。）第 49 条に規定する排除措置命令が確定したとき。  

二 受注者に対してなされた独占禁止法第 62 条第１項に規定する課徴金の納付命令が確定したと

き。 

三 受注者（受注者が法人の場合にあっては，その役員又は使用人）が，刑法（明治 40 年法律第 45

号）第 96 条の６の規定による刑に処せられたとき。 

２ 前条第１項の規定は, 前項による解除の場合に準用する。 

（暴力団等排除に係る解除等） 

第 26 条の２ 発注者は，受注者が次の各号のいずれかに該当するときは，この契約を解除することが

できる。 

一 受注者の代表役員等（仙台市入札契約暴力団等排除要綱（平成 20 年 10 月 31 日市長決裁。以下

「要綱」という。）別表第 1 号に規定する代表役員等をいう。以下同じ。）又は一般役員等（要

綱別表第１号に規定する一般役員等をいう。以下同じ。）が暴力団員（要綱第２条第４号に規定

する暴力団員をいう。以下同じ。)若しくは暴力団関係者（要綱第２条第５号に規定する暴力団関

係者をいう。以下同じ。）であると認められるとき又は暴力団員若しくは暴力団関係者が事実上

経営に参加していると宮城県警察本部（以下「県警」という。）から通報があり，又は県警が認

めたとき 

二 受注者（その使用人（要綱別表第２号に規定する使用人をいう。）が受注者のために行った行

為に関しては，当該使用人を含む。以下この条において同じ。），受注者の代表役員等又は一般

役員等が，自社，自己若しくは第三者の不正な利益を図り，又は第三者に損害を与える目的をも

って，暴力団等（要綱第１条に規定する暴力団等をいう。以下同じ。）の威力を利用していると

県警から通報があり，又は県警が認めたとき 

三 受注者，受注者の代表役員等又は一般役員等が，暴力団等又は暴力団等が経営若しくは運営に

関与していると認められる法人等に対して，資金等を提供し，又は便宜を供与するなど積極的に

暴力団（要綱第２条第３号に規定する暴力団をいう。）の維持運営に協力し，若しくは関与して

いると県警から通報があり，又は県警が認めたとき 

四 受注者，受注者の代表役員等又は一般役員等が，暴力団等と社会的に非難される関係を有して

いると県警から通報があり，又は県警が認めたとき 

五 受注者，受注者の代表役員等又は一般役員等が，暴力団等であることを知りながら，これを不

当に利用する等の行為があったと県警から通報があり，又は県警が認めたとき 

六 前各号に掲げるものを除くほか，受注者が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平
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成３年法律第 77 号）第 32 条第 1 項各号に掲げる者に該当すると認められるとき又は同項各号に

掲げる者に該当すると県警から通報があり，若しくは県警が認めたとき。 

七 前各号に掲げるものを除くほか，受注者が仙台市暴力団排除条例（平成 25 年仙台市条例第 29

号）第２条第３号に規定する暴力団員等に該当すると認められるとき又は同号に規定する暴力団

員等に該当すると県警から通報があり，若しくは県警が認めたとき。 

２ 受注者が共同企業体である場合，その代表者又は構成員が前項各号のいずれかに該当したときは，

同項の規定を適用する。 

３ 前２項の規定によりこの契約が解除された場合においては，第 25 条の２第１項の規定を準用する。 

４ 受注者は，この契約の履行に当たり暴力団等（仙台市暴力団排除条例第２条第３号に規定する暴

力団員等を含む。以下この項において同じ。）から不当介入（要綱第２条第６号に規定する不当介

入をいう。以下同じ。）を受けたときは，速やかに所轄の警察署への通報を行い，捜査上必要な協

力を行うとともに，発注者に報告しなければならない。受注者の下請負人等（要綱第７条第２項に

規定する下請負人等をいう。）が暴力団等から不当介入を受けたときも同様とする。 

(発注者のその他の解除権) 

第 27 条 発注者は，業務が完了するまでの間は，第 25 条，第 26 条第１項，前条第１項及び第２項に

規定する場合のほか，必要があるときは，この契約を解除することができる。 

２ 発注者は，前項の規定によりこの契約が解除したことにより受注者に損害を及ぼしたときは，そ

の損害を賠償しなければならない。 

（受注者の解除権） 

第 28 条 受注者は，次の各号のいずれかに該当するときは，この契約を解除することができる。 

一 第 12 条の規定により仕様書を変更したため業務委託料が３分の２以上減少したとき 

二 発注者がこの契約に違反し，その違反によってこの契約の履行が不可能となったとき 

２ 受注者は，前項の規定によりこの契約が解除された場合において，損害があるときは，その損害

の賠償を発注者に請求することができる。 

（解除の効果） 

第 29 条 この契約が解除された場合には，第１条第２項に規定する発注者及び受注者の義務は消滅す

る。 

２ 発注者は，前項の規定にかかわらず，この契約が解除された場合において，受注者が既に業務を

完了した部分（以下「既履行部分」という。）の引渡しを受ける必要があると認めるときは，既履

行部分を検査の上，当該検査に合格した部分の引渡しを受けることができる。この場合において，

発注者は，当該引渡しを受けた既履行部分に相応する業務委託料（以下「既履行部分委託料」とい

う。）を受注者に支払わなければならない。 

３ 前項に規定する既履行部分委託料は，発注者と受注者とが協議して定める。ただし，協議開始の

日から 14 日以内に協議が整わない場合には，発注者が定め，受注者に通知する。 

（解除に伴う措置） 

第 30 条 受注者は，この契約が解除された場合において，貸与品等があるときは，当該貸与品等を発

注者に返還しなければならない。この場合において，当該貸与品等が受注者の故意又は過失により

滅失又はき損したときは，代品を納め，若しくは原状に復して返還し，又は返還に代えてその損害

を賠償しなければならない。 

（損害賠償の予定） 

第 31 条 受注者は, 第 26 条第１項各号のいずれかに該当するときは, 業務の完了の前後を問わず，

又は発注者がこの契約を解除するか否かを問わず, 損害賠償金として,業務委託料の 10 分の２に相当

する額を発注者に支払わなければならない。ただし, 同項第１号に該当する場合において, 排除措置

命令の対象となる行為が独占禁止法第２条第９項に基づく不公正な取引方法（昭和 57 年６月 18 日公

正取引委員会告示第 15 号）第６項に規定する不当廉売の場合その他発注者が特に認める場合には，
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この限りでない。 

２ 前項の場合において, 受注者が共同企業体であり, かつ，既に当該共同企業体が解散していると

きは, 発注者は, 受注者の代表者であった者又は構成員であった者に損害賠償金の支払いの請求を

することができる。この場合において,受注者の代表者であった者及び構成員であった者は, 連帯

して損害賠償金を発注者に支払わなければならない。 

３ 第１項の規定は, 発注者に生じた実際の損害額が同項に規定する損害賠償金の額を超える場合に

おいて, 超過分につきなお請求をすることを妨げるものではない。同項の規定により受注者が損害

賠償金を支払った後に，実際の損害額が同項に規定する損害賠償金の額を超えることが明らかとな

った場合においても，同様とする。 
（賠償金等の徴収） 

第 32 条 受注者がこの契約に基づく賠償金，損害金又は違約金を発注者の指定する期間内に支払わな

いときは，発注者は，その支払わない額に発注者の指定する期間を経過した日から業務委託料支払い

の日まで遅延損害金約定利率の割合で計算した利息を付した額と，発注者の支払うべき業務委託料と

を相殺し，なお不足があるときは追徴することができる。 

２ 前項の追徴をする場合には，発注者は，受注者から遅延日数につき遅延損害金約定利率の割合で

計算した額の延滞金を徴収するものとする。 

（契約外の事項） 

第 33 条  この契約書に定めのない事項については，必要に応じて発注者と受注者とが協議して定め

る。 

 



（長期継続契約特約：H24-09 版） 

【特約条項】長期継続契約特約 

 

 

この契約においては、本則に加えて次の条項を適用する。 

 

（長期継続契約） 

第１条 この契約は地方自治法第 234 条の３に基づく長期継続契約である。 

（予算の減額等による契約変更等） 

第２条 発注者は，契約期間中であっても，この契約を締結した翌年度以降において，この

契約に係る歳出予算の減額又は削除があった場合は，この契約を変更又は解除することが

できる。 

２ 前項の規定による契約の変更又は解除により，受注者が損害を受けた場合であっても，

発注者はその損害賠償の責めを負わないものとする。 

 

 

 

 

 



契約書別記

特 に 定 め た 契 約 条 件

（総則）

第１条 企業連合を構成する者（以下「構成員」という。）は，業務の遂行について連帯して責任を負う。

２ 企業連合を代表する者は，契約書別記の２の代表構成員とする。

３ 代表構成員は，この契約に関し他の構成員から委任を受けた次に掲げる権限を有するものとする。

一 発注者及び監督官庁等と折衝する権限

二 代表構成員の名義をもって契約締結並びに本業務に係る業務委託料の請求及び受領をすることに関する権限

三 本業務に係る業務委託料の受領に関する復代理人の選任についての権限

四 企業連合に属する財産を管理する権限

五 その他業務の遂行に関して必要となる一切の事項を執行する権限

（契約書の準用）

第２条 契約書第４条（権利義務の譲渡等の禁止），第５条（秘密の保持），第６条（個人情報の保護），第７条（再委

託の禁止），第８条（特許権等の使用），第９条（業務関係者に対する措置請求）の各規定は，受注者以外の構成員

について準用する。この場合において，当該各規定中「受注者」とあるのは，「受注者以外の構成員」と読み替える

ものとする。

２ 契約書第26条の２第２項及び第31条第２項中「共同企業体」とあるのは「企業連合」と，「代表者」とあるのは

「代表構成員」と読み替えて適用するものとする。

（構成員の変更）

第３条 構成員は，発注者及び構成員全員の承認がなければ，当企業連合が本業務の委託契約に係る一切の事務手続

を完了する日までは脱退することができない。

２ 構成員のうち，本業務の遂行の途中において前項の規定により脱退した者がある場合，残された構成員は連帯し

て当該構成員の分担業務の遂行の責任を負うものとし，発注者の指示に従い本業務の遂行を完了するものとする。

３ 受注者は，企業連合において新たな構成員の加入が必要なときは，あらかじめ，発注者と協議し発注者の書面に

よる承認を得なければならない。

４ 受注者は，前項の規定による構成員の変更がある場合は，発注者に対し必要な書類を提出しなければならない。

（発注者の解除権）

第４条 発注者は，この契約の履行期間内において受注者が破産し，又は解散したときは，契約を解除することがで

きる。

２ 契約書第 25条第２項及び第３項の規定は，前項の規定により契約が解除された場合に準用する。

企業連合用



契約書別記の２

［代表構成員］ 住所（所在地）

商号又は名称

代表者職氏名                             印

［構 成員 １］ 住所（所在地）

商号又は名称

代表者職氏名                             印

［構 成員 ２］ 住所（所在地）

商号又は名称

代表者職氏名                             印

企業連合用



 

 

 

 

 

 

南蒲生浄化センター水処理施設 

運 転 管 理 業 務 委 託 
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仙台市南蒲生浄化センター 



第１章 一般事項 

 

（適用範囲） 

第１条 本特記仕様書は、南蒲生浄化センター水処理施設運転管理業務委託に適用する。 

 

（業務目的） 

第２条 この運転管理業務委託は、仙台市南蒲生浄化センター水処理施設の適正な運転維持管理

を行うことを目的とする。 

 

（業務場所および施設概要） 

第３条 名 称：仙台市南蒲生浄化センター水処理施設 

    所在地：仙台市宮城野区蒲生字八郎兵エ谷地第二 （別紙１） 

    施設概要 

(1)処理能力：４００,０００ m3／日 

設計処理水量（日平均）    ：３００,０００ m3／日 

（日最大）    ：４００,０００ m3／日 

（時間最大）   ：６００,０００ m3／日 

（雨天時時間最大）：９９２,３００ m3／日 

※すべて日量換算（概算値：事業計画書） 

      (2)予定処理水量（日平均）：３３０，６００ m3／日 

      (3)処理方式：標準活性汚泥法（嫌気好気運転）＋次亜塩素酸消毒 

(4)計画流入水質：ＢＯＤ１８０(２０５) mg/l、ＳＳ１６７(２０５) mg/l 

  ※( )内の数値は、返流水考慮の値 

(5)計画放流水質：ＢＯＤ１５ mg/l、ＳＳ３０ mg/l 

(6)放流先：太平洋 

(7)処理区の名称及び排除方式：南蒲生処理区・分流式(一部合流式) 

 

（業務履行期間） 

第４条 平成31年4月1日から平成34年3月31日まで 

（地方自治法 第234条の3の規定に基づく長期継続契約） 

 

（業務概要） 

第５条 本業務委託の概要は、対象となる水処理施設等に関する以下の業務とする。 

(1)保守点検業務 

(2)運転操作監視業務 

   (3)水質試験業務 

   (4)事務業務 

   (5)その他の業務 

 

（関連する施設等の使用） 

第６条 受注者が委託業務を履行する為に必要となる事務室，倉庫，資材置場，駐車場等の施設



は発注者の承諾のうえ、履行期間中無償で使用することができる。（別紙２） 

また，受注者はその使用目的等に変更が生じた場合、発注者と速やかに協議し、承諾を受けな

ければならない。 

２ 前項の場合，受注者はその付帯物を含め善良なる維持管理と注意を持って使用に努めなけれ

ばならない。 

また，き損，汚損等を生じた場合や異常等を発見した場合には速やかに発注者に報告し、そ

の原因が受注者の過失と判断された場合には、受注者の責任で復旧しなければならない。 

 

（経費等の負担） 

第７条 委託業務を履行する為に受注者が自ら使用する備品，業務履行に必要な消耗品及び安全

管理器具類はすべて受注者の負担とする。以下にその例を示す。 

(1)燃料費（受注者の作業用・車両用等） 

(2)塗装費（軽微な部分補修用塗料） 

(3)報告記録用紙 

(4)一般汎用什器、備品（損料・リース料を含む）及び消耗品 

(5)TEL・FAX(貸与予定の場内連絡用PHSは除く)、パソコン、コピー機、机・椅子、各種収

納器具等の事務用品、清掃器具類 

(6)設備の点検整備及び小修理に用いる汎用工具類、テスター・ガス測定器等の汎用測定器

具、懐中電灯等 

(7)各種作業服、各種靴、各種手袋、ヘルメット、安全マスク、保護眼鏡等の安全管理器具

類、その他作業用消耗品等  

以下に示す経費及び貸与･支給消耗品等は発注者の負担とし、その手配は発注者が行う。その

使用にあたっては極力節減に努めるものとする。 

(1)ユーティリティ 

① 電気料金 

② 水道料金 

③ 仙台市所有の電話料金 

④ ガス料金（プロパン） 

⑤ A重油（自家発電用） 

(2)備品 

① 水質試験用器具・備品 

② 一般汎用品以外の特殊工具、特殊測定器具 

③ 業務遂行上必要な工事完成図書類 

④ その他協議により発注者が認めたもの 

(3)消耗品 

① 設備機器用部品（例 Vベルト） 

② 記録紙（計装記録計用） 

③ 一般汎用品以外の消耗品 

(4)薬品類 

① 水質検査用薬品 

② 処理水消毒用薬品（次亜塩素酸ソーダ） 



③ 潤滑油脂類（オイル、グリース等） 

④ 脱臭剤（活性炭等） 

⑤ その他非常用薬品類（固形塩素等） 

※発注者が受注者に貸与・支給する備品，消耗品，薬品類の一覧は備品等管理台帳（別

紙３）のとおり。受注者は新たに貸与・支給された備品等についても前述の台帳で管理

し、その保管状況を常に把握できるようにすること。また年１回発注者へ前述の台帳を

提出し、発注者の押印をうけること。盗難・紛失及び受注者の過失による破損等が生じ

た場合は、受注者において弁償すること。 

 

（業務従事者等） 

第８条 本業務委託に従事する者については、以下のとおりとする。 

(1)総括責任者の選任と職務及び業務担当者 

受注者は、下水処理施設の運転管理業務及び業務上必要な関係法令に精通し、労務管理

を含め、現場業務を円滑に管理・遂行する能力を有する者を、現場における受注者の代理

人である総括責任者として選任し、書面をもって発注者に報告すること。総括責任者は業

務委託契約における業務担当者が兼任するものとし、現場に配置すること。また総括責任

者は、受注者（企業連合にあっては代表構成員）と直接的かつ恒常的な雇用関係のある者

とし、その確認は健康保険被保険者証等により定期的に実施するものとする。 

総括責任者の職務は以下のとおりとする。 

① 現場の最高責任者として現場業務を総括し、業務従事者の指揮監督を行うこと。 

② 業務従事者の安全確保を最優先とし、必要な研修を行うほか、技術の向上及び事故

防止に努め、責任ある労務管理を行うこと。 

③ 発注者との協議及びその他の総合調整等を行うこと。 

④ 契約図書等により示された業務の目的・内容について充分に理解し、効果的かつ経

済的に施設の運転及び現場の作業が行えるよう管理・指示すること。 

⑤ 常に施設の運転状況を的確に把握し、緊急時は直ちに連絡及び対処できる状態にし  

ておくこと。 

※原則として総括責任者については、休日・夜間を含め随時連絡が取れる体制を整えるこ

と。また緊急時等において、総括責任者が特別な事情（発注者が認めた場合に限る）に

より職務の遂行が困難な場合には、代務者を充てるものとする。代務者は総括責任者に

準ずる能力を有する者とし、事前に選任し書面をもって発注者に報告すること。 

(2)有資格者の配置 

受注者は、関係法令に基づき有資格者を専任で配置し、作業を行わなければならない。

また選任した有資格者について、書面をもって発注者に報告すること。 

専任で配置する有資格者は以下のとおりとする。 

① 下水道処理施設管理技士 

② 安全衛生推進者 

③ 乙種第４類危険物取扱者 

④ 酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者（旧第２種酸素欠乏危険作業主任者） 

⑤ 床上操作式クレーン運転技能講習修了者またはクレーン運転業務特別教育講習修了

者 



⑥ 玉掛技能講習終了者 

⑦ 特定化学物質作業主任者 

⑧ 第３種電気主任技術者 

⑨ 第１種電気工事士 

⑩ その他、関係法令に定める業務に必要な有資格者 

(3)業務従事者 

受注者は、本業務を適正に履行するために必要な人員を業務従事者として配置し、その

体制は、緊急時においても適切に対応ができるものとすること。また受注者は、業務従事

者に受注者名入りの統一した作業服・名札等を着用させること。 

業務従事者は、当該施設において業務を実施する上で必要となる研修を受けた者とする

こと。 

また業務従事者は、原則として受注者と直接的な雇用関係のある者とし、その確認は総

括責任者と同様に実施するものとする。 

 

（法令等の遵守） 

第９条 受注者は業務を行うにあたっては以下の諸法令及び諸官公庁の命令指示を遵守しなけれ

ばならない。また適用を受ける関係法令等は最新のものとする。 

   (1) 労働基準法 

   (2) 労働安全衛生法 

   (3) 労働者災害補償保険法 

   (4) 職業安定法 

(5) 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律 

(6) 下水道法 

(7) 水質汚濁防止法 

(8) 電気事業法 

(9) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

(10) 酸素欠乏症等防止規則 

 (11) その他関係法令 

 

（安全管理） 

第10条 受注者は、業務の実施に必要な安全管理の全てにおいて、責任を持って実施すること。

また受注者は、業務方法の選択及び業務従事者の配置を適切に行うとともに、以下の事項につ

いて検討・実施すること。 

(1)安全衛生組織表を作成すること。 

(2)業務従事者に対し必要な安全教育を、計画を立てて実施すること。 

(3)事故及び災害等を未然に防止するため、安全点検責任者を定め、定期的に業務範囲内の

整理整頓状況、通路、使用機械・器具、仮設作業用具及び作業方法等の点検調査を行い、

安全第一の職場運営に努めること。また必要により改善策などについては発注者等と協

議すること。その他各種の作業については、必要に応じ責任者を業務従事者より選任し

て行うこととし、選任の内容は書面をもって発注者に報告すること。 

(4)職場の安全管理運営上、発注者及び関係する他の業者等との間において共同で運営する



各種の定例会・協議会、または自主活動組織等が必要となった場合、積極的に参加・実

施すること。また職場において実施する防災・消火・避難等の各種訓練に参加すること。 

 

（緊急時の措置） 

第11条 受注者は、以下に示す事故等の発生に備えて連絡体制を整え、所要の人員を配備し、応

急処置に対する準備及び対応マニュアル等の整備に努めること。事故等が発生または発生の恐

れが生じた場合、人命の安全確保を最優先に初期対応し、被害の拡大防止の措置を講じるとと

もに、状況を速やかに発注者へ報告・協議し、指示に従うこと。あわせて関係各部署へ連絡す

ること。事故等の措置対応終了後速やかに、発生の原因、被害状況や措置及び復旧対策、その

後の経過等について、書面をもって発注者に報告すること。 

(1)機械、電気設備等の故障や停電事故 

(2)流入水質・放流水質（処理水質）及び引抜汚泥性状の異常等 

(3)人身事故・火災 

(4)集中豪雨・台風等、施設の運転管理に支障をきたす恐れのある事態 

(5)地震・津波等、施設に損害や障害が発生する恐れのある事態 

(6)その他侵入者等 

 ※緊急時における人員招集体制については、概ね１時間以内に必要とする人員を確保すること

を考慮した体制とすること。 

 

（知的財産権等） 

第12条 業務の履行に伴って得られる情報・資料等すべての知的財産は、発注者に帰属するもの

とし、受注者は履行期間中の本業務委託執行にのみこれを活用することができ、発注者の許可

なくしてこれを公表してはならない。また業務上知り得た秘密についても同様とし、これを業

務従事者に周知徹底すること。 

 受注者は、業務に関連して得られた発明等に基づいて産業財産権の出願を行う場合、あらか

じめ発注者と協議し、承諾を得ること。 

 

（損害の補償） 

第13条 受注者の故意または業務不履行など、重大な過失により損害（第三者への損害を含む）

等が発生した場合、受注者は自らの責任において補償・復旧すること。 

 

（提出書類） 

第14条 受注者は、契約書，一般仕様書に定めるもののほか以下の書類をそれぞれ２部，着手届

提出時に発注者に提出すること。ただし一般仕様書に定めるもののうち、以下の書類とその内

容が重複するものについては省略できるものとする。 

また業務従事者の異動を含め提出書類の内容に変更が生じた場合は、速やかに発注者に書面

(変更届等)をもって報告すること。 

(1)総括責任者選任届 

(2)有資格者選任届（資格登録番号を記載し、資格者証の写しも添付） 

(3)業務従事者名簿（業務従事者の氏名、取得資格一覧） 

(4)現場管理組織表 



(5)安全衛生組織表 

(6)緊急連絡系統図 

(7)緊急時人員配置表 

(8)業務実施計画書：年度及び月度 

(翌月の業務実施計画書を毎月25日までに提出すること。ただし、平成31年4月分は契約締

結後遅滞なく提出すること。)  

(9)業務実施報告書等(第２章業務第24条に記された内容に従い提出すること。) 

(10)その他業務上必要となる書類 

 

（業務委託料の支払い方法） 

第15条 委託料の支払いは区分払い（月払い）とし、区分に応じて速やかに一部業務完了届及び

業務実施報告書等を提出、発注者の業務完了（履行）確認を受け、当該委託料を請求すること

ができるものとする。（別紙４） 

 

（他工事等への協力） 

第16条 受注者は、発注者が直接実施する業務及び受注者以外の業者による業務委託や工事等に

伴い、施設の運転及び業務履行方法等の変更が必要となる場合、発注者及び関係する業者と協

議・調整を密に行い、これに協力すること。 

 

（業務の引継） 

第17条 業務履行期間の満了をもって次期の受注者が変更となる場合等、発注者が業務の引継が

必要と判断した場合、受注者は発注者が指定する期日までに、以下に示す通り業務の引継を実

施すること。 

(1)業務開始時（引継を受ける側） 

① 受注者は、発注者の指示により発注者が指定する者から文書をもって業務の引継を  

受けなければならない。 

② 前項の業務の引継において、前の受注者等から必要な技術指導等を受けるものとす

る。 

(2)業務満了時（引継を行う側） 

① 受注者は、履行期間の満了等に際しては、発注者の指示により発注者が指定する者  

に文書をもって業務の引継を行わなければならない。 

② 前項の業務の引継において、次の受注者等に対し必要な技術指導等を行うものとする。 

 

（本仕様書に定めのない事項） 

第18条 本仕様書に定めのない事項については、「下水道施設維持管理積算要領－終末処理場・

ポンプ場施設編－２０１１年版（社）日本下水道協会」を参照すること。また定めのない事項

であっても、当然必要な業務・作業等は実施すること。 

 

（協議事項） 

第19条 本仕様書に定めるもののほかに業務履行上必要となる事項や、本仕様書への疑義等が生

じた場合、発注者、受注者双方による協議の上、決定するものとする。 



 

（障害を理由とする差別の解消の推進） 

第20条 受注者は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する仙台市職員対応要領及び留意事

項（http://www.city.sendai.jp/somu-jinji-jinji/shise/shokuin/jinji/shogai.html）に準

じて、合理的配慮の提供を行うものとする。 

 



第２章 業 務 

 

（業務対象施設等） 

第 21 条 本業務委託の対象となる施設等は以下の通りとする。（別紙５） 

 (1)水処理施設及び建物（管理棟等を含む） 

 (2)機械設備 

 (3)電気設備 

  なお対象施設内に設置してある建築設備（機械・電気）、及び着水井から主流入ゲートまで

に設置してあるもの、ならびに最終沈殿池設備・消毒設備から放流渠・吐口までに設置してあ

るものは、本業務委託の対象施設・設備に含むものとする。 

また汚泥処理工程における汚泥濃縮設備以降の施設等は、本業務委託の対象施設・設備には

含まないものとする。 

 

（業務内容） 

第 22 条 受注者は、以下の業務を行う。 

(1)保守点検業務 

各種設備機器の正常な運転を確保するために実施する日常点検、定期点検、臨時点検、

定期自主点検、簡易な故障修理、点検設備等周辺の清掃及び軽微な補修塗装を行うことで

あり、機能の維持、故障・事故等の発生防止に努めることである。 

ただし定期点検及び定期自主点検の項目は、本業務委託における保守点検業務範囲には

含まないものとする。 

また作業には点検表等への記録や、酸欠・有害ガス等、作業上必要となる環境測定を含

み、詳細は以下の内容とする。 

① 日常点検（別紙６） 

運転状態の機器及び設備について、異常の有無、兆候（予防保全）を発見するため、

原則毎日行う点検であり、主として目視・触感・確認・調整・記録等の作業である。な

お，定期的に実施する点検であっても日常点検の目的に基づくものは含まれる。 

② 臨時点検 

日常及び定期点検以外に行う臨時的な点検及び記録等の作業であり、故障警報等、機

器及び設備の異常に対して、現場状況等を確認するためのものである。 

③ 簡易な故障修理 

通常の勤務時間内にできる作業として、外部から作業員を求めなくてもよい作業であ

り、特殊な機器や部品、高度な専門技術や特殊技能・特殊工具を使用しない修理である。 

④ 点検設備等周辺の清掃及び軽微な補修塗装 

機器本体・据付場所周辺・水路・水槽・スクリーン・トラフ等の設備機能維持のため

に行う異物の除去及び清掃、ならびに発生する粗ゴミの場内運搬（コンテナ運搬作業を

含む）等の作業である。 

また足場を必要としない場所（高さ２ｍ以下）の、塗装剥離等による腐食や発錆防止

のために行う部分的な補修塗装を含む。 

 

点検業務等により設備の異常または故障を発見した場合は、その詳細について発注者に



連絡するとともに、必要かつ可能な応急措置を実施し、原因調査及び事後対応に協力する

こと。またその経過については記録・報告すること。 

(2)運転操作監視業務 

常駐して行う以下の業務であり、受注者は各設備の機能等を十分に理解し、設備の運転

操作及び稼働状況の監視を行うこと。 

① 監視室における機器の操作及び監視、稼動状況の記録と正常範囲の確認 

② 現場における機器の操作、軽微な清掃 

③ 管理日報等の作成、計器類の指示値の記録 

④ 監視室内の整理整頓及び清掃 

⑤ 現場における薬品の補充や搬入受入作業等の立会い 

⑥ 巡視点検 

⑦ 休日・夜間等、本市職員勤務時間外における電話対応 

⑧ 故障や事故時における発注者への連絡並びに初期対応（現場確認を含む） 

運転操作監視業務に従事する者は、一般仕様書・特記仕様書に定めるもののほか、業務

の履行に必要な関係法令その他関係書類等を熟知し、その定めるところに従って業務にあ

たらなければならない。また設備の構造、動作特性、管理状況及び諸性能を熟知し、日常

はもちろん、故障や事故時においても適切に処置できるよう常に心掛けなければならない。 

施設管理上重要な設備機器について、定期的な単なる切り替え以外に運転・停止等を行

う場合は、発注者に連絡の上実施すること。特に集中豪雨及び悪水の流入等による場合は、

的確に対処しなければならない。 

注：業務対象設備として記載のない設備であっても、中央操作室において、監視可能な

設備があった場合は監視対象設備とし、異常発生時は、発注者に連絡する等適切に

対応すること。 

(3)水質試験業務 

水処理施設を適切に維持管理するために実施する水質試験（データの整理を含む）で、

下水道法・水質汚濁防止法等で義務付けられた法定試験など、発注者等が実施する水質試

験は本業務委託には含まないものとする。 

受注者が実施する具体的な水質試験の項目・頻度、採水場所等については別紙７のとお

りとする。 

また分析は以下によるものとする。 

① 分析方法は、原則として「下水試験法(２０１２年版)」（日本下水道協会発行）に

基づいて適格に行うこと。 

② 定期的な試験は、定めた場所より採水して行うこと。 

③ 水質試験は場内指定場所で実施し、常に整理・整頓・清潔にすること。 

④ 採水に際しては、水路や水槽・池への転落等に十分注意し安全に行うこと。 

(4)事務業務 

① 発注者及び業務上関係する他の業者等との業務打合せ及び報告・連絡 

② 日誌・日報・月報・年報及び運転記録の作成・整理、各種計画書並びに報告書等の

作成・整理、その他必要な書類の作成等  

③ 業務上活用するマニュアル等に関する検証・検討及び整備・改訂、それらの業務従

事者への周知（研修等） 



④ その他事務室内の簡易作業 

(5)その他の業務 

① 建物（受注者の使用する事務室、廊下等とし、建築付帯設備を含む）の管理、清掃、 

屋外清掃、除草 

② 設備・作業に係わる備品・消耗品・材料・薬品等の管理及び整理・整頓 

③ 各種立会等その他必要な業務 

(6) 除外業務 

本業務委託には、特別な資格、専門的な技術・技能を必要とする以下に示す業務を含ま

ないものとする。ただし各種運搬業務(別委託)等に伴う立会・機器操作・清掃等の軽微な

作業は本業務委託に含むものとする。廃棄物の処分については、受注者が排出者となる廃

棄物については、受注者の責任において適切に処分すること。 

また汚泥処理工程における汚泥濃縮設備以降の施設・設備に関する運転管理業務は、本

業務委託の対象業務には含まないものとする。 

① 各種設備の法定検査（保安検査） 

（電気設備・計装設備・自家用電気工作物、クレーン、フォークリフト、トラックスケ

ール、ボイラー、エレベータ、消防設備、危険物：重油タンク等） 

② 汚泥運搬・処分業務 

③ 焼却灰運搬・処分業務 

④ 沈砂、し渣運搬・処分業務 

⑤ 廃棄物等の検査（分析業務等） 

⑥ その他廃油等廃棄物処分業務 

⑦ 各種槽清掃業務（保守点検業務に含まれる日常的な清掃を除く外部委託分） 

⑧ 脱臭装置吸着剤（活性炭等）交換業務 

⑨ 室内清掃業務（業務内容に記載したものを除く） 

⑩ 緑地管理業務（高・低木剪定等） 

⑪ 上水受水槽清掃業務 

⑫ 当該施設に係る採水分析業務（法定検査分）  

 

（勤務時間及び勤務体制） 

第23条 業務対象施設の運転は毎日24時間連続運転とし、勤務時間及び勤務体制については以下

のとおりとする。 

(1)運転操作監視業務（交代勤務） 

①日勤  ８：３０～１７：００ 

②夜勤 １６：３０～翌日９：００ 

上記を基本に、受注者が決定する。監視場所は南蒲生浄化センター管理棟２階中央操作

室とし、原則として毎日24時間常駐連続監視とする。 

(2)上記以外の業務（主に日勤勤務） 

８：３０ ～１７：００ 

上記を基本に、受注者が決定する。なお祝祭日、年末年始、振替休日、土・日曜日につ

いては、勤務を要しない。ただし業務従事者の休日等については、業務に支障がない範囲

において受注者が決定できるものとする。 



※本施設の現場には、労働安全衛生法上の酸素欠乏危険場所（硫化水素中毒になるおそれのあ

る場所を含む）に該当する場所が含まれている。そのため本業務委託の実施体制及び運営管

理については、業務従事者の安全が最優先であるとの考え方を徹底し、夜勤時の運転操作監

視業務を複数の人員で対応する等、十分に配慮・検討したものとすること。 

なお故障及び災害発生等、対応が必要とされる場合は、随時対応するものとする。 

 

（業務記録及び報告） 

第24条 受注者は、以下の書類を記録、整理し、速やかに発注者に報告すること。また記録だけ

の書類についても発注者が報告を求めた時は、直ちに提出すること。 

 

名    称 記 録 
報 告 

(提出) 

指定するフォーマットに

よる電子媒体 (提出) 

各種管理日報 ○ ○ ― 

各種管理月報 ○ ○ ○ 

各種管理年報 ○ ○ ○ 

    

日誌(勤務実績・作業記録等) ○ ○ ― 

月度報告書(勤務実績・作業記録等) ○ ○ ○ 

各種日常点検記録表(夜間巡視分含む) ○ ― ― 

日常水質試験結果 ○ ○ ― 

中央監視記録表(電力記録を含む) ○ ― ― 

★機器・設備設定変更等記録表    

    

各種個別報告書(不具合・故障・事故・  

作業・修繕・調査等) 
○ ○ ○ 

消耗品・薬品及び備品等受払(管理)簿 ○ ○ ○ 

    

※★の書類に関しては詳細別途協議とする。その他必要と思われる書類は、協議してその取扱

を決めるものとする。 

 

２ 施設の運転状況等についての情報共有として、発注者と、汚泥処理施設及び水処理施設の運

転管理業務委託の各受注者同席で、定期的に報告会（打合せ）を開催する。また受注者は打合

せ後に議事録を作成し、次回の報告会で確認すること。定期的に開催する報告会は原則として

以下とし、受注者は各種の報告を行うこと。その他必要に応じて打合せ等を実施する。 

（1）前日等の運転状況報告として、運転日誌に基づく報告会を原則として月～金曜日の9:30か

ら毎日開催する。あわせて故障報告等必要な報告すること。また，報告会の開始前までに運

転日誌のコピーを提出すること（部数については別途協議）。 

（2）月度報告会は、原則として翌月の前半に毎月開催し、前月データ等の集計結果を報告書等

に基づき報告すること。なお，報告書はデータ等の集計結果だけでなく，考察を含めること。 

  ※年次報告は必要時月度報告会の中で実施するものとする。 



 

（施設管理及び業務履行上の留意事項） 

第25条 受注者は、施設管理及び業務履行にあたり、以下のことに留意すること。 

(1)機器や設備について、運転操作（非常時対応を含む）・保守点検等を行う場合は、運転

操作マニュアル・取扱説明書等によるものとし、受注者は必要により各種のマニュアル

や作業要領書を整備すること。使用するこれらのマニュアル等は、運転管理業務の履行

において常に検証し、不具合があると思われる場合は、発注者と協議し、必要があれば

随時改定するものとする。またマニュアル等によりがたい事態が発生したときは、発注

者と協議すること。ただし安全管理上の緊急性が求められる等の場合においては、受注

者の判断による運転操作等を妨げない。 

(2) 受注者が運転操作・保守点検等の業務を実施する場合、基本的には運転操作マニュア

ル・取扱説明書等に基づくが，常に業務改善に取り組み，発注者に対して運転操作・保

守点検等に関する提案を行うこと。 

(3)電気工作物の保安に関連する業務においては、関係法令及び仙台市建設局保安規定を遵

守し、本施設の電気主任技術者がその保安のためにする指示には従うこと。 

(4)整備工事等に伴い、発注者から対象設備に関して、運転・停止や履行方法の変更等の指

示があった場合は、これに協力すること。ただし、運転管理業務担当として、技術的な

意見等があれば随時協議を行うものとする。 

(5)敷地内においては、本委託以外の業務委託や工事等に伴い、複数業者の作業が同時に行

われる。他の業者の迷惑とならないように十分注意し、業務を履行すること。業務上他

の業者の作業等に影響が出る事態が想定される場合、本市担当者を含め関係する他の業

者に事前に連絡し、調整を図ること。また他の業者等からの調整依頼に対しては協力す

ること。 

特に汚泥処理施設運転管理業務委託の受注者との関係においては連絡を密に行い、お互

いが必要とする情報の共有に努めること。 

(6)施設の維持管理においては、仙台市の環境マネジメントシステムの運用に協力し、環境

汚染の防止、廃棄物の減量及びリサイクルなど、環境への影響に配慮すること。また地

球温暖化防止対策に即して、常に省エネ運転、温室効果ガス削減等を心がけ、施設の効

率的運用に工夫・努力すること。 

(7)薬品の取扱については、常にその危険性や漏えいによる環境影響等を認識し、緊急対応

マニュアル等の整備、並びに業務従事者への研修実施を含め、安全第一を徹底すること。

薬品の漏えい等を発見した場合は、被害の拡大防止の措置を講じるとともに、状況をす

みやかに発注者へ報告・協議し、対応すること。  

(8)南蒲生処理区の排除方式は一部合流式であるため、当浄化センターは、雨天時における

流入水の著しい増加など、合流式下水処理場の特性を有している。受注者はこれらの合

流式処理場の特性を考慮した運転管理体制を整え、発注者と協力して運転管理技術の向

上に努めること。 

(9)施設の管理運営上，門・鍵・防水扉等の管理業務が発生するが，詳細は別途協議とする。 

 

 

 



添付資料 

・平成29年度精密試験結果（水質試験）（別紙８） 

・平成29年度南蒲生浄化センター水処理施設運転管理年報（別紙９） 

・水処理施設運転日誌様式（別紙10） 

・中央監視記録票様式（別紙11） 

・各種点検記録票様式（別紙12） 

・運転管理体制及び定期打合せ方法等の運用（参考）（別紙13） 










































































